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本研究は，「LD等通級指導教室の『運営』＆『活用』ガイド」の作成を

目指し，専門性を担保したLD等通級指導教室の運営に関する研究である。 

昨年度は，筆者が作成した年間運営計画及び通級による指導への道

筋の試案に基づき，担当者による読字・書字のつまずき把握と指導・

評価の実践を行った。その結果，児童の読字・書字のつまずきの早

期発見・早期支援に加え，児童の実態把握や指導・支援の検討といっ

た校内支援の中心的な存在として，担当者が機能的な役割を果たし

ていたことが認められた。 

今年度は，通級エリア校における連携の在り方に着目して研究を行っ

た。具体的には，通級エリア校における連携計画を策定し，通級による指

導の効果を高めるための日常的な連携と定期的な連携を図りながら，通級

による指導を進めた。 

その結果，担当者を含めた通級エリア校の教員がLD等通級指導教室

の『運営』と『活用』に参画し，計画性と柔軟性のある定期的な連

携を進めることが，継続性のある日常的な連携を意識的かつ組織的

に進めることになると示された。そして，本研究を通して，相互推

進型の協働的な連携を進めることが，通級エリア校における効率的

な連携の在り方であることがみえてきた。 
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はじめに 

平成25年に制定された障害者差別解消法は，平

成28年4月1日から施行され，「合理的配慮」につい

て，法的な効力が発生する。「合理的配慮」は，「障

害者の権利に関する条約」において提唱された概

念であり，通級による指導は，その一つとして位

置付けられている。そして，その指導は子ども一

人一人の状況に応じて，個別に提供されるもので

ある。また，子どもの学習権を保障する観点から

多様な学びの場の確保のため，「基礎的環境整備」

として通級指導教室の設置が行われている。 

本市小学校においては，今年度，「ことばとき

こえの教室」が26教室，「弱視（アイリス）教室」

が2教室，そして，「LD等通級指導教室」が52教室

（うち，「ことばときこえの教室」併用校が10教室）

が設置されている。本研究の対象とするLD等通級

指導教室は，昨年度より14教室増え，設置率31.3％

と，全国の設置率13.4％（平成26年度調査）を大

きく上回っており，環境整備を着実に進めている。

また，本市には自校通級に加え，他校通級，巡回

による指導の三つの指導形態があり，LD等通級指

導教室設置校（以下，「設置校」という）以外の児

童においても，通級による指導を受けることがで

きるシステムをとっている。そのため，本市の児

童が必要に応じて通級による指導を受けられる環

境について整備しているといえる。 

本研究は，LD等通級指導教室担当者（以下，「担

当者」という）による教室運営に関する教育実践

を通して，「LD等通級指導教室の『運営』＆『活用』

ガイド」の作成を目指す。まず『運営』とは，普

通学級に在籍する発達障害のある児童，もしくは

可能性のある児童への支援として，担当者が通級

による指導をすることである。そして，支援の一

環として，校内支援，保護者支援，他機関連携を

図ることでもある。次に『活用』とは，普通学級

に在籍する発達障害のある児童，もしくは可能性

のある児童の学習や生活上のつまずきを改善・克

服するため，通級による指導を受ける場を設定す

ることである。そして，その児童や保護者が教育

相談を受けることでもある。更に，児童の実態把

握や普通学級での指導・支援の検討をする校内委

員会（個別ケース会）を開催することである。つ

まり，『運営』と『活用』との両面から担当者の役

割や運営内容などを明記したガイドを作成するこ

とが，連続性のある多様な学びの場を児童に対し

て保障することになると考える。 

昨年度の研究では，『運営』に焦点を当て，筆

者が作成した年間運営計画及び通級による指導へ

の道筋（試案）に基づき，設置校における担当者

による「読字・書字」のつまずき把握と指導・評

価の実践を行った。その結果，一連の実践は児童

の「読字・書字」のつまずきの早期発見・早期支

援に効果的であることが認められた。また，児童

の実態把握や指導・支援の検討の際に，校内支援

の中心的な存在として担当者が役割を果たしてい

たことが明らかとなった。(1） 

一方，昨年度の研究は設置校にとどまってお

り，設置校以外での実践を進められていない。ま

た，筆者は担当者ブロック連絡会に参加する中で，

担当者から「巡回による指導を行う学校（以下，

「巡回校」という）との連携が難しい」という声

を聞くことが多くあった。これらのことから，設

置校以外に在籍する児童への効果的な指導に関す

る新たな課題も感じている。 

そこで，今年度は，昨年度の研究を踏まえ，担

当者と設置校及び巡回校を含む学校群（以下，「通

級エリア校」という）との連携に着目し，効率的

な連携の在り方について研究を進める。LD等通級

指導教室の『活用』につながる担当者の役割や動

きについて整理し，連携の具体的な方策を明らか

にすることが，担当者だけでなく学級担任をはじ

め全教職員が連携について共通理解し，指導・支

援につながると考えたからである。 

基礎的な環境が整備されつつある本市におい

て，LD等通級指導教室の効果的な担当者による『運

営』，教職員による『活用』を推進したい。そこで，

2年間の研究の成果として「LD等通級指導教室の

『運営』＆『活用』ガイド」の作成をしたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 景山功一「No.574 LD等通級指導教室の『運営』＆『活用』

ガイドの構築－児童の読字・書字のつまずき把握と指導・評

価を通して－」『平成26年度研究紀要』京都市教育委員会 京

都市総合教育センター 2015.3 p.28 

本市では，「 」の用語を次の意味で使用している。 

・「普通学級」…通常学級 

・「ことばときこえの教室」…小学校の普通学級に在

籍する言語障害または聴覚障害のある児童を対象

とした通級指導教室 

・「弱視（アイリス）教室」…小学校の普通学級に在

籍する弱視の児童を対象とした通級指導教室 

・「LD等通級指導教室」…小・中学校の普通学級に在

籍し，発達障害のある，または，可能性のある児童

生徒を対象とした通級指導教室 
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第１章 LD等通級指導教室における連携 
 

第１節 LD等通級指導教室における連携とは 

 

連携とは，「同じ目的を持つ者が互いに連絡を

とり，協力し合って物事を行うこと」(2)と，広辞

苑に記載されている。つまり，複数の者が同じ目

的に向かい，共に協力し合い，何かを行うことと

とらえることができる。 

まず，学校における連携とは何か，考えること

とする。平成27年度本市学校教育の重点と照らし

合わせて考えてみると，「学級担任をはじめとした

教職員が，関係する教職員や保護者，地域，関係

諸機関と連絡をとり合い，子どものよさや可能性

を最大限に引き出し，自らの未来を切り拓くこと

ができる力の育成に向け，協力し合うこと」と置

き換えることができる。 

次に，LD等通級指導教室における連携とは何

か，考える。「小学校学習指導要領」には，指導計

画の作成などに当たって配慮すべき事項の一つと

して，下の枠内の内容が記載されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枠内の下線の通り，通級による指導に関して

「教師間の連携に努め，効果的な指導を行うこと」

とあり，担当者と学級担任との連携の目的とその

重要性が示されていることがわかる。筆者は，担

当者の役割は，「『LD等通級指導教室へ通う児童生

徒に対しての通級による指導』に加え，『LD等通級

指導教室を利用していないLD等の支援を必要とす

る児童生徒の実態把握と支援』『学級担任を中心と

した校内全体への支援』がある」(4)と考えている。

つまり，担当者の中心的な役割である通級による

指導を効果的に行うために，連携は欠かせないと

いえる。そのためにも，担当者は学級担任をはじ

め，教職員や保護者などと連携を図る必要性があ

り，担当者の果たす役割は大きいと考える。 

では，LD等通級指導教室における連携を図るに

は，「何のために」「誰が」「何を，どのようにする」

ことが望ましいのだろうか。この三つの観点で連

携を整理し，まとめてみる。 

一つ目に，「何のために」に当たる連携の目的

についてである。担当者は，児童一人一人のもつ

力を最大限に発揮できるように指導したり，環境

の調整を行ったりし，自信や意欲の回復など，学

習上や生活上の困難の改善・克服に向け指導を

行っている。そして，指導の効果が高まったかど

うか，学級担任や保護者と共に個別の指導計画を

評価し，短期目標や指導内容の設定や修正などを

している。つまり，連携の目的は，LD等通級指導

教室へ通う児童に対する通級による指導の効果を

高めるためととらえることができる。 

また，通級による指導は，LD等通級指導教室の

みで完結することはなく，児童が大半の時間を過

ごし，学習をする在籍学級においても，学級担任

が障害の状態などについて正しい理解と認識をも

ちながら，指導上配慮していく必要がある。そし

て，その成果が，在籍学級での生活や学習に現れ

ることを目指している。更には，通級による指導

の終了後においても継続した指導・支援が行える

学級や学校体制作りが求められる。つまり，連携

の目的として，在籍学級での指導・支援の充実を

図り，通級による指導終了後においても指導・支

援を継続するためととらえることができる。 

二つ目に，「誰が」に当たる連携の該当者につ

いてである。連携の該当者は，児童の学習上や生

活上の困難の改善・克服という同じ目的をもち，

指導・支援や養育，援助を行う人である。例えば，

担当者や学級担任，保護者，そして，関係諸機関

の関係者である。該当者は，担当者と学級担任と

いった二者に限らず，三者以上の複数の者（機関）

が連携することもあると想定できる。 

三つ目に，「何を，どのようにする」に当たる

連携の方法についてである。まず，LD等通級指導

教室における連携は，個別の指導計画に設定した

目標達成に向け，役割分担を明確にすることであ

る。学校は指導・支援を，保護者は養育を，関係

諸機関は療育や相談といった役割を検討し，実行

に移す。また，学級担任は在籍学級で，担当者は

LD等通級指導教室で，それぞれの役割を担う。該

当者がそれぞれの立場での役割を明確にすること

で，指導・支援や養育，療育・相談に協働する関

係性が生まれるからである。 

次に，該当者同士が情報交換し，実態把握をす

ることである。実態把握することで，現状やその

要因などについて共有でき，児童をみる視野の拡

がりや理解の深まりにつながるからである。具体

（７）障害のある児童などについては，（中略）指導に

ついての計画又は家庭や医療，福祉等の業務を行う関

係機関と連携した支援のための計画を個別に作成す

ることなどにより，個々の児童の障害の状態等に応じ

た指導内容や指導方法の工夫を計画的，組織的に行う

こと。特に，特別支援学級又は通級による指導につい

ては，教師間の連携に努め，効果的な指導を行うこと。 

※下線は，筆者によるもの           (3) 
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的には，日常的に連絡をとり合い，在籍学級での

学習や生活の様子をはじめ，通級による指導場面

での様子，そして，家庭生活での様子などを，情

報交換することである。 

更には，それぞれの役割の遂行度や目標の達成

度の確認といった，点検・評価をすることである。

具体的には，定期的に，校内委員会（個別ケース

会を含む）や保護者面談，関係諸機関とのケース

会を実施する。 

以上のことから，LD等通級指導教室における連

携とは，下の枠内のようにまとめることができる。

また，LD等通級指導教室における連携は，欠かす

ことのできない教育的な営みといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 LD等通級指導教室における連携の現状 

 

（１）全国のLD等通級指導教室における連携の状況 

図1-1は，相原・武田が平成21年に秋田県の通

級指導教室に通う児童生徒の学級担任に調査し

た，通級指導教室と連携がとれているかの評価の

結果を筆者がまとめたものである。 

 

図1-1 通級指導教室へ通う児童生徒の学級担任による通

級指導教室との連携がとれているかの評価（5） 

 図1-1からは，連携がとれているかの評価として

「とてもそう思う」「そう思う」と肯定的にとらえ

ている学級担任は，自校通級で95.0％いるのに対

して他校通級で66.0％にとどまり，29ポイントも

の差がある。このことから，他校通級の学級担任

の方が自校通級の学級担任と比べ通級指導教室と

の連携がとれていないと評価していることがわか

る。学級担任として通級指導教室との連携を進め

るに当たり，自校通級より他校通級の方が苦慮す

る傾向にあると考えることができる。 

では，通級による指導を行っている児童の在籍

校に対し，担当者はどのような連携を図っている

のだろうか。図1-2は，大城・笹森が平成22年度現

在，LD等通級指導教室を設置している全国の小学

校へ調査した，担当者と在籍校（学級）との情報

交換の方法についての結果を筆者がまとめたもの

である。 

 
図1-2 担当者と在籍校（学級）との情報交換の方法（6） 

図1-2からは，自校通級，他校通級ともに，「③

連絡ノートの活用」や「⑤指導報告書の作成」と

いった間接的な情報交換という，事前の日程調整

を必要としない情報交換の実施率が8割前後と高

いことがわかる。また，同様に実施率の高い「①

授業参観（学級訪問）の実施」は，担当者の予定

に合わせて行うことができる内容である。一方，

実施率の低い内容をみると，「②学級担任の通級指

導参観」や「④担当者会の実施」といった事前に

相互の日程調整を必要とする直接的な情報交換で

あることがわかる。このことから，担当者は日程

調整を必要としない間接的な情報交換を実施して

いるものの，相互の日程調整を必要とする直接的

な情報交換を実施することが難しい状況にあると

推察することができる。 

 次ページ図1-3は，図1-2同様，LD等通級指導教

室を設置している全国の小学校へ調査した在籍校

(学級)との具体的な連携についての結果である。 

図1-3からは，担当者が「①校内委員会や事例

検討会に参加」したり，「③教材・教具や参考図書 
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① ② ③ ④ ⑤

自校通級（n=172） 他校通級（n=128）

①授業参観（学級訪問）の実施

②学級担任の通級指導参観の実施

③連絡ノートの活用

④担当者会の実施

⑤指導報告書の作成（指導要録以外）

（％）
【連携の目的（何のために）】 

連携は，通級による指導の効果を高めるために行う。 

そして，在籍学級での指導・支援の充実を図り，通

級による指導終了後においても指導・支援を継続する

ために行う。 

【連携の該当者（誰が）】 

連携は，同じ目的をもつ，担当者や学校の教職員，

保護者，そして，関係諸機関の関係者が行う。 

【連携の方法（何を，どのように）】 

連携は，各者の役割分担の下で連絡をとり合い，情報

交換をする。そして，協働的に児童の指導・支援や養育，

療育・相談をしたり，その点検や評価をしたりする。 
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図1-3 担当者と在籍校（学級）との具体的な連携（7） 

の情報提供」を行ったりと，積極的に直接的な連

携を進めていることがうかがえる。また，担当者

は「⑤通級児童生徒以外の子どもの教育相談等の

実施」も行っており，担当者の役割の一つとして

求められるLD等通級指導教室を利用していないLD

等の支援を必要とする児童生徒の実態把握と支援

を担っていることがわかる。 

大城・笹森は，これらの全国調査を受け，「通

級指導教室担当者も通常の学級担任との情報の共

有，連携が大切だと認識しているものの，通常の

学級担任との連携の困難さについても課題として

浮かび上がっている」(8)と述べている。これは，

年々増加する通級による指導を受ける児童数に伴

う指導時間の確保や校内委員会や個別ケース会の

日程調整などが影響し，直接的な連携を図ること

の難しさが生じているものと考える。 

以上のことから，担当者は，連絡ノートの活用

といった間接的な情報交換をはじめ，校内委員会

への参加や教材・教具，参考図書の情報提供をす

るなど，学級担任及び在籍校との直接的な連携を

積極的に図ろうとしていることがわかる。しかし

ながら，担当者はその教室運営に当たって，連携

を図ることに困難さを感じている。 

特に，自校通級に比べ他校通級の方が，課題が

生じやすい傾向にあるといえる。これは，自校通

級と他校通級の物理的な環境の違いによることが

大きく影響していると推察される。よって，環境

的な要因を工夫・改善していくことが必要である。 

また，直接的な情報交換の実施の難しさについ

ては，物理的な環境要因に加え，事前の日程調整

を必要とすることにあると考える。つまり，通級

による指導の目的を達成するために，限られた時

間や場を活かした効率的な連携を進めていくこと

が担当者に求められているといえる。 

（２）本市のLD等通級指導教室における連携の現状 

①指導形態 

図1-4は，本市が採用するLD等通級指導教室の

指導形態を筆者がまとめたものである。 

 
図1-4 本市のLD等通級指導教室の指導形態 

本市においては，図1-4に示すように自校通級

と他校通級，そして，巡回による指導の三つの形

態を採用している。設置校に在籍する児童へは，

自校にある教室で指導を受ける「自校通級」を行

う。そして，設置されていない学校に通う児童へ

は，設置校へ通って指導を受ける「他校通級」と，

担当者が対象児童の学校へ巡回して指導をする

「巡回による指導」の指導形態である。 

では，このような指導形態を採用している本市

LD等通級指導教室は，どのように通級エリア校間

での連携を進めていく必要があるのだろうか。平

成27年度現在， LD等通級指導教室を設置する小学

校52校を対象に実施した，LD等通級指導教室の連

携に関する実態調査（以下，「平成27年度本市実態

調査」という）の結果から，通級エリア校間での

連携の現状と課題について述べることとする。 

平成27年度本市実態調査は，平成27年5月に実

施し，5月1日現在の実態を回答するように依頼し

た。また，調査方法は，調査用紙を用い，本市文

書メール交換システムによる送付及び回収による

手続きをとった。 

回収数は，ことばときこえの教室併用校を含む

52校中52校となり，回収率は100％であった。そし

て，有効回答数は52校中51校と，有効回答率は

98.1％であった。 

 

②指導の状況 

次ページ表1-1は，本市LD等通級指導教室の指

導の状況をまとめたものである。LD等通級指導教

室を「LD等のみ」，ことばときこえの教室併用校を

「併用校」，LD等のみと併用校を合わせた全てのLD

等通級指導教室を「全教室」と記載している。ま

た，本市が採用している指導形態のうち，他校通 
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0 

20 

40 

60 

80 

100 

① ② ③ ④ ⑤
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①校内委員会や事例検討会に参加

②障害理解等についての授業や講話の実施

③教材・教具や参考図書の情報提供

④校内研修会等の講師
⑤通級児童生徒以外の子どもの教育相談等の実施

 

未設置校 
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（巡回校） 

巡回による指導 

自校通級 

他校通級 

LD 等通級指導教室 

設置校 

○仮  
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表1-1 本市LD等通級指導教室の指導の状況 

 自校通級 巡回による指導 

児童数 指導時間 巡回校数 児童数 指導時間 

全教室 7.2 10.8    

LD等のみ 7.5 10.8 1.5 3.2 3.8 

併用校 6.2 10.7    

全教室（n=51），LD等のみ（n=42），併用校（n=9） 

※他校通級は，2校で2名（週1時間）実施 

※巡回による指導は，42校中36校で実施（実施率85.7％） 

級の実施児童数は少ない。そのため，自校通級と

巡回による指導に分けて，指導児童数や指導時間

数をまとめた。 

 自校通級は，一週当たり平均7.2名の児童に対し

平均10.8時間の指導を行っており，一人当たり週1

～2時間の指導時数であった。一方，巡回による指

導は，平均3.2名の児童に対し平均3.8時間の指導

を行っており，一人当たり週1時間の指導時数で

あった。 

また，巡回による指導の実施率85.7％であり，

平均1.5校の巡回校を担当し，通級エリア校の教室

数は設置校を含め約2～3教室となる。そして，通

級エリア校としては，一週当たり約11名の児童に

対し約15時間の指導をしている。 

平成27年度本市実態調査は，5月1日現在での状

況である。今年度，新設校が14教室増えたことや

通級エリア校が再編されたことなどを考慮する

と，年度が経過する中で指導児童数や指導時間数，

巡回校数が増加していくことが予想される。 

 

③連携の現状 

このような状況の中，担当者は通級エリア校に

おける通級による指導を行う上で，連携に関して

どのような意識をもって進めているのだろうか。

図1-5は，設問「連携は重要である」という連携の

重要性に関する調査結果である。 

 

図1-5 連携の重要性に関する意識 

図1-5からは，担当者は，設置校，巡回校とも

に「とてもそう思う」「そう思う」と肯定的な回答

で占めていることがわかる。つまり，担当者は，

設置校，巡回校ともに連携は重要ととらえている。 

 では，実際の連携についてはどうだろうか。図

1-6は，設問「効率的な連携が図れている」という

連携の効率化に関する調査結果である。 

 

図1-6 連携の効率化に関する意識 

 図1-6からは，「とてもそう思う」「そう思う」と，

連携の効率化に関して肯定的に回答した割合は設

置校で88.3％であるのに対して巡回校で72.2％

と，16.1ポイントの差がある。このことから，担

当者は，設置校での連携においては概ね効率的な

連携が進められていると感じている。その一方で，

巡回校との連携においては，設置校での連携に比

べ効率的に進めにくい現状があると担当者は認識

していると考えられる。 

ここで，巡回校との連携の効率化に否定的な回

答をした担当者が，連携に関する課題について自

由記述欄に回答した内容をみる。自由記述では，

「学級担任との連携を図る十分な時間を確保する

こと」「校内委員会（個別ケース会）の日程調整を

すること」について多くの記述が挙がっていた。

これは，物理的な環境要因や事前の日程調整の脆

弱さが影響していると推測することができる。 

また図1-7は，設問「連携の仕方が明確になっ

ている」という連携を進める上での窓口役や内容，

年間の流れといった連携方法の明確化に関する調

査結果である。 

 

図1-7 連携方法の明確化に関する意識 

80.6 

96.1 

19.4 

3.9 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

巡回校

（n=36）

設置校

（n=51）

とてもそう思う そう思う あまりそう思わない そう思わない

「連携は重要である」

13.9 

11.8 

58.3 

76.5 

27.8 

11.8 

0.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

巡回校

（n=36）

設置校

（n=51）

とてもそう思う そう思う あまりそう思わない そう思わない

「効率的な連携が図れている」

11.1 

11.8 

50.0 

68.6 

30.6 

17.6 

8.3 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

巡回校

（n=36）

設置校

（n=51）

とてもそう思う そう思う あまりそう思わない そう思わない

「連携の仕方が明確になっている」



 

小学校 特別支援教育 6 

図1-7からは，連携方法の明確化に関して，「と

てもそう思う」「そう思う」と肯定的に回答した割

合は，設置校が80.4％に対し巡回校が61.1％と，

19.3ポイントの差がある。このことから，設置校

に比べ巡回校の方が，連携方法を明確に確認され

ないまま，連携が進められていることがわかる。

そのため，巡回校にとって担当者の役割が不明確

となり，連携の効率化を図るまでに至っていない

のではないかと考える。 

これらのことから，担当者は通級エリア校との

連携を重要であるととらえている。しかしながら，

設置校での連携に比べ巡回校との連携の方が，効

率的に進めにくく，連携方法についても明確に

なっていない現状があるといえる。 

 

④連携における課題 

 では，担当者は通級エリア校間での連携を具体

的にどのように進めているのだろうか。図1-8は，

設問「具体的な連携内容についてお聞きします」

という具体的な連携内容の実施有無を実施率とし

てまとめたものである。 

 
図1-8 具体的な連携内容の実施率 

設置校と巡回校とを比較して見ると，実施率に

突出した差が生じている連携内容がある。それは，

63.5ポイント差の「⑤校内委員会（個別ケース

会）」，57.8ポイント差の「⑥個別の指導計画の作

成や評価・修正」，そして22ポイント差の「④授業

公開」である。校内委員会（個別ケース会）は，

各者が情報交換を行い，個別の指導計画の評価・

修正を行う場である。そのため，「⑤校内委員会（個

別ケース会）」と「⑥個別の指導計画の作成や評

価・修正」は連動することが多い。また，「④授業

公開」は，学級担任をはじめ教職員へ通級指導教

室での授業を公開することである。ではなぜ，こ

のような突出した差が生じるのだろうか。 

図1-9は，指導形態の違いによる担当者と学級

担任との連携の構図を示したものである。 

 
図1-9 指導形態の違いによる連携の構図 

自校通級の場合，担当者は設置校に常時勤務し

ている。そのため，指導の前後やその他の時間を

利用し，学級担任と直接出会って情報交換をする

直接的な連携を進めやすい環境にある。一方，他

校通級の場合，設置校へ通って来る対象児童に指

導し，巡回による指導の場合，担当者は巡回校を

訪問して通級の指導を行っている。また，巡回に

よる指導においては，担当者は指導後に連絡ノー

トの記入を終えると設置校へ戻るといった，限ら

れた時間内での勤務形態となっている。そのため，

特に事前に相互の時間調整が必要な内容について

は，連携を進めることに困難が生じる場合が多く

なる。更に，担当者は設置校を含め複数の通級エ

リア校に関わっているため，直接的な指導以外の

時間における関わりが一層難しくなっている。 

このことから，担当者が通級エリア校間におい

て効率的な連携を進める上で，物理的な環境や勤

務形態が要因となり，通級エリア校間で必要な連

携が進めにくい現状があるといえる。そこで，事

前に連携の窓口役や内容，更には年間の流れなど

連携方法について巡回校と協議することが，設置

校と巡回校との連携内容の実施率の差を解消する

ことにつながると考える。物理的な環境や勤務形

態の要因を克服し，指導の効果を高めるためにも，

連携方法について通級エリア校間で協議し，実態

に応じた計画性のある組織的な連携に努めていく

ことが求められている。 

また，この他にも，通級エリア校間での連携を

進める上での課題がある。次ページ表1-2は，設問

「連携を進めるにあたり，課題と感じられている

ことはありますか」の記述内容から，筆者がカテ

ゴリー別に整理してまとめたものである。 

表1-2から，設置校，巡回校ともに連携を進め

る上での共通の課題となっていることは，学級担

任との情報交換の時間捻出，定期的な連携の確保，

そして，時間割の調整の三つである。 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

設置校（n=51） 84.3 98.0 98.0 33.3 94.1 74.5 96.1 96.1 

巡回校（n=36） 94.4 91.7 86.1 11.1 30.6 16.7 97.2 97.2 
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① 間接的な情報交換（連絡ノートの活用や指導記録の作成など）

② 直接的な情報交換（話し合いや意見交換など） ③ 学級訪問 ④ 授業公開

⑤ 校内委員会（個別ケース会） ⑥ 個別の指導計画の作成や評価・修正

⑦ 保護者との連携 ⑧ 他機関との連携

「具体的な連携内容の実施率」
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設置校 
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表1-2 連携を進める上での課題 

 自由記述の内容 

設置校での連携 

・学級担任との情報交換の時間捻出 

・定期的な連携の確保 

・時間割の調整 

巡回校との連携 

・学級担任との情報交換の時間捻出 

・窓口役の不明確さ 

・定期的な連携の確保 

・時間割の調整 

・指導開始までの流れ 

まず，一つ目の学級担任との情報交換の時間捻

出について述べる。通級による指導だけでなく在

籍学級での指導・支援の充実を図る上で，児童の

実態を把握することは欠かせない。しかし，その

学級担任との情報交換の時間を捻出することに難

しさが生じているようである。また，図1-8に示し

た具体的な連携内容の実施率では，間接的な情報

交換，直接的な情報交換ともに80％を超える実施

率であるものの，自由記述欄に情報交換の時間捻

出として課題が挙がっているため，指導の目的を

達成するまでの連携に至っていないのではないか

と推測する。情報交換は，児童との関わりが減る

放課後が実施しやすい時間帯であると考えられ

る。しかし，各部会での協議や部活動の指導といっ

た他の職務との関連もあり，情報交換のための時

間捻出が困難な状況がある。特に巡回校の場合，

勤務形態が影響し，学級担任をはじめ巡回校との

連携の困難さを担当者は感じているようである。 

次に，二つ目の定期的な連携の確保について述

べる。定期的な連携とは，校内委員会（個別ケー

ス会を含む）や保護者面談などである。日常的な

情報交換とは違い，関係各者が集い，役割分担の

遂行を含めた指導内容の状況や目標の到達度を評

価し，今後の指導について協議する。定期的な連

携を図ることで，個別の指導計画との連動が図ら

れ，指導の目的を達成することにつながる。先に

も述べたが，巡回校の場合，連携を進める上での

担当者の役割の不明確さも影響し，定期的な連携

の困難さが生じていると推測する。 

そして，三つ目の時間割の調整について述べ

る。通級による指導は，特別の教育課程を編成し

た上で実施しているため，あらかじめ指導の曜日

や時間帯を決めている。しかし，学校行事や学年

の取組などにより，教育課程変更届どおりに学習

を進めることが難しく，時間割の調整に苦慮して

いるようである。 

これら三つの共通の課題は，相互に事前の日程

調整を必要とすることである。「いつ」「だれと」

「何を，どのように」するのかといった方法につ

いて，管理職や総合育成支援教育主任，そして学

級担任との協議の上，計画性のある組織的な連携

を進めていくことが必要であると考える。 

更に共通の課題に加え，巡回校においては，情

報伝達を行う窓口役の不明確さや指導開始までの

流れに関する課題についても挙がっている。 

窓口役の不明確さについては，「誰に情報を伝

えればいいか悩むことがある」との担当者からの

記述もあり，情報伝達の方法や窓口役を事前の協

議において決められていないことも要因であるこ

とが考えられる。巡回校との連携においては，学

級担任との直接的な情報交換の機会が少なくなり

やすい。窓口役と情報伝達の流れの明確化をする

ことで，情報伝達の円滑化となり，学級担任との

直接的な連携を補うことにつながると考える。 

また，指導開始までの流れについては，設置校

と巡回校では違いがある。具体的な違いについて

は，次章の中で述べることとするが，巡回校にお

いては，限られた期間に，児童・保護者の願いを

含めた実態把握と指導目標及び内容の検討を進め

ており，担当者と巡回校，保護者との連携が重要

となる。また，担当者の専門性も求められる。 

平成27年度本市実態調査の結果から，担当者に

よる通級エリア校における連携の課題と解決に向

けた方向性について，下の枠内のようにまとめた。 

 

 以上，平成27年度本市実態調査の結果より，LD

等通級指導教室を運営するに当たり，担当者は通

級エリア校間での効率的な連携を図ることに苦慮

しているといえる。特に，担当者と巡回校との連

携については，物理的な環境や勤務形態といった

要因が影響し，効率的な連携が進めにくい現状が

ある。そこで，連携の目的を達成できるよう，連

携内容や役割分担を明確にした上で，計画性のあ

る組織的な連携を進めることが，担当者には求め

・担当者と通級エリア校との連携を進めるに当たり，

設置校での連携と比べ巡回校との連携を効率的に進

めにくい現状があり，担当者が苦慮している。 

・設置校と巡回校では，連携の実施内容に差があり，

計画性のある連携に課題がある。そのために，通級

エリア校間において，連携の窓口役や具体的内容，

そして，1年の流れといった連携方法を協議し，組織

的な連携を進める。 

・巡回による指導の開始時の流れを明確にすることが

課題であり，円滑な指導の開始が求められている。 
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られている。 

 次章では，担当者による通級エリア校との効率

的な連携の在り方について詳しく述べる。 

 

(2) 岩波書店『広辞苑（第６版）』 2008.1 p.2992 

(3) 文部科学省『小学校学習指導要領』 2008.3 p.16 

(4) 前掲(1) p.2 

(5) 相原章子・武田篤「LD等を対象とする通級指導教室の現状と

課題～学級担任との連携に視点をあてて～」秋田大学教育文

化学部教育実践研究紀要33 2011.5 p.70 

(6) 大城政之・笹森洋樹「発達障害を対象とする通級指導教室と

通常学級との連携の在り方に関する研究」独立行政法人国立

特別支援教育総合研究所 2011.3 pp..21～22 

(7) 前掲(6) p.22 

(8) 大城政之・笹森洋樹「発達障害を対象とする通級指導教室に

おける支援の充実に向けた実際的研究－『発達障害を対象と

した通級指導教室の基本的な運営マニュアル（試案）』の作

成に向けて－」独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 

2012.3 p.8 

 

第２章 担当者による通級エリア校におけ

る効率的な連携 
 

第１節 本研究について 

 

 前章において，通級による指導を効果的に行う

ための担当者と通級エリア校との連携の重要性に

ついて述べた。LD等通級指導教室における連携は，

通級による指導の効果を高めることに加え，在籍

学級での指導・支援の充実を図り，通級による指

導終了後においても指導・支援の継続ができるよ

うにするために行う。そのために，学級担任をは

じめ教職員や保護者，関係諸機関と，日常的また

は定期的に連携を進め，各者の役割分担の下，協

働的に子どもの指導・支援，養育を行うことであ

る。そして，その点検や評価をすることである。 

 しかしながら，平成27年度本市実態調査の結果

から，担当者は通級エリア校における連携に苦慮

していることがわかった。特に，設置校での連携

に比べ巡回校との連携を進めにくい現状がある。

このことから，連携の目的を達成するために，担

当者は通級エリア校における効率的な連携を図る

ための改善や工夫を目指していく必要がある。  

右上表2-1は，平成27年度本市実態調査にある

連携方法の明確化と連携の効率化の相関関係を調

べた集計結果である。そして，その結果を設置校

と巡回校とに分けて表している。 

表2-1 連携方法の明確化と連携の効率化の相関 

 設置校 巡回校 

相関係数 0.537**** 0.403*** 

****；高い相関がある  

***；中程度の相関がある  

相関係数は，図2-1で示した公式に基づき算出

した。 

 
図2-1 相関係数を算出する公式(9) 

表2-1から，連携方法の明確化と連携の効率化

の関連について，設置校では0.537と高い相関があ

ること，巡回校では0.403と中程度の相関があるこ

とが読み取れる。つまり，連携方法を明確にする

と，連携の効率化を図ることができるといえる。

そして，連携開始当初に窓口役や連携内容，1年間

の流れを共通理解するだけでなく，連携方法につ

いての評価や修正を加えながら通級エリア校の実

態に応じた連携の方策を模索していくことがより

効率的な連携となり，通級による指導の目的を達

成することにつながるのではないかと考える。 

そこで，通級による指導の目的を達成するため

の，通級エリア校における効率的な連携の在り方

について，下の枠内に示す教育実践を通して研究

を行う。 

 

 ①では，担当者と通級エリア校が連携について

協議する。協議の中では，連携内容を整理し，可

能な連携の方法や時期を確認する。それを，連携

計画として策定する。 

②では，担当者や学級担任，窓口役は，共通理

解した連携内容や方法に基づき，定期的な連携や

相関係数Ｒは，２組のデータ列(ｘ,ｙ)＝{(ｘi,ｙi)｝(ｉ＝1,2,3…n )のとき 

         

       Ｒ＝  

                         で求める。 

 

一つの目安として相関係数の大きさ相関（絶対値）と相関の程度の表現の 

対応関係は，次のように考えておくと良い。 

0.7≦Ｒ≦1.0 かなり高い相関がある 

0.5≦Ｒ≦0.7 高い相関がある 

0.4≦Ｒ≦0.5 中程度の相関がある 

0.3≦Ｒ≦0.4 ある程度の相関がある 

0.2≦Ｒ≦0.3 弱い相関がある 

    0.0≦Ｒ≦0.2 ほとんど相関がない 

)()(
1

yyxx i

n

i

i 






n

i

xxi
1

2)( 2

1

)(



n

i

yyi

① 連携計画の策定による連携方法の明確化 

担当者と通級エリア校が，連携に関する協議を行

い，各校の実態に応じた連携方法の明確化を図り，

連携計画を策定する。 

② 連携計画に沿った教育実践の推進 

連携計画に沿って，日常的な連携と定期的な連携

を進める。 
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日常的な連携を推進し，連携ネットワークの構築

を目指す。 

最終的に，教育実践の成果と課題を検証し，日

常的，定期的な連携の効果や，通級エリア校にお

ける連携の在り方について考察する。 

  

第２節 効率的な連携を図るための具体 

 

（１）連携の二つの軸 

担当者と通級エリア校との連携においては，空

間軸と時間軸の二軸で連携をとらえ，内容を整理

することができる。そして，空間軸は直接的な連

携と間接的な連携に，時間軸は定期的な連携と日

常的な連携に分けることができる。 

まず，空間軸でとらえた連携について，述べる。

図2-2は，直接的な連携と間接的な連携を図式化し

たものである。 

 
図2-2 直接的な連携と間接的な連携 

図2-2の㋐は，直接的な連携を示している。直

接的な連携は，担当者と学級担任，担当者と保護

者といった連携の該当者が，同じ場を共有して情

報交換を行ったり，通級による指導の評価・修正

を行ったりすることである。事前の日程調整が必

要な場合もあるが，直接的な連携をすることで，

双方向のやり取りができ，より詳細で拡がりや深

まりのある内容の情報交換や指導・支援の検討な

どの連携を進めることができる。 

一方，図2-2の㋑と㋒は，間接的な連携を示し

ている。㋑が示す間接的な連携は，同じ場を共有

しない連携の該当者が，連絡ノートといった「物」

介して情報交換や情報発信を行うことである。ま

た，㋒が示す間接的な連携は，窓口役といった「人」

を介し，連携該当者の相互と窓口役が別の場を共

有して，情報交換や情報発信を行うことである。

間接的な連携は，直接的な連携と比べ事前の日程

調整が必要でないため，迅速かつタイミングがい

い連携が可能である。その反面，一方的な情報発

信になりやすく，詳細な情報交換が図りにくい傾

向もある。 

このことから，担当者は直接的な連携と間接的

な連携の利点を意識し，状況に応じた連携を進め

ることが重要であるといえる。 

次に，時間軸でとらえた連携について述べる。

図2-3は，定期的な連携と日常的な連携を図式化し

たものである。 

 
図2-3 定期的な連携と日常的な連携 

定期的な連携は，ある一定の期間を区切って，

連携の該当者が校内委員会や個別ケース会，保護

者面談などを通じて情報交換を行い，実態把握や

指導の効果を判断することである。具体的には，

各者の役割の遂行状況や目標の達成度の確認，通

級による指導の終了や継続の判断などを行い，個

別の指導計画の評価・修正をする。言いかえると，

PDCAサイクルによる個別の指導計画の評価・修正

を通して，計画性のある定期的な連携を進めるこ

とができる。 

一方，日常的な連携とは，連絡ノートや窓口役

を介して，担当者と学級担任，保護者が，継続性

のある連携を行うことである。具体的には，指導

の前後に，時間割の調整をしたり児童実態の情報

交換をしたりする。 

このことから，定期的な連携は，日常的な連携

の延長線上にある。つまり，担当者は定期的な連

携は計画性，日常的な連携は継続性を意識し連携

を進めることが重要であるといえる。 

また，空間軸及び時間軸で担当者と通級エリア

校との連携を整理することで，それぞれの特色を

意識した連携を進めることができる。更に，担当

者と通級エリア校や保護者，関係諸機関とが組織

的に連携を進められるネットワークの構築が促進

され，通級による指導の目的を達成することにつ

ながると考える。 

 

（２）連携の具体的な内容 

次ページ表2-2は，担当者と通級エリア校との

連携を前項で述べた二つの軸で整理し，具体的な

内容をまとめたものである。本項では，連携を時

間軸でとらえた定期的な連携と日常的な連携に分

けて，筆者が考える効率的な連携を図るための具

体的な内容について述べる。 

 

 
  

㋐ 

㋑ ㋒ 

…定期的な連携 ●…日常的な連携 

…担当者 

…学級担任 

…窓口役 

 

…連絡ノート 
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表2-2 連携の具体的内容 

 直接的な連携 間接的な連携 

定
期
的
な
連
携 

・校内委員会 

・個別ケース会 

・保護者面談 

・関係諸機関とのケース会 

・学級訪問 

・授業公開 

・通級だより 

・通知票，評価シート 

・指導の記録 

 

日
常
的
な
連
携 

・学級担任との情報交換 

・保護者との情報交換 

・連絡ノート 

・窓口役との情報交換や

日程調整 

 

まず，継続性が必要な日常的な連携について述

べる。 

ⓐ直接的な連携「学級担任との情報交換」 

学級担任との情報交換は，児童の日々の学習や

生活の様子，手立ての効果といった直接的な連携

として行う。担当者にとって学級担任との情報交

換は，連携の目的を達成するための基本であり，

欠かすことができない。 

具体的には，在籍学級やLD等通級指導教室での

成果物や指導教材を交えて実施する。なぜなら，

連携においては，同じイメージを共有することが

重要であり，言葉だけでなく具体物を交えること

でより詳細で深まりのある情報交換ができるから

である。また，限られた時間の中で効率的に情報

交換をすることも可能となるからである。 

通級による指導は，学級担任が在籍学級におい

て指導している間に実施することが大半である。

そして，巡回による指導の場合，物理的な環境や

勤務形態の要因があるため，学級担任との直接的

な連携の難しさが生じている。つまり，設置校と

巡回校との環境の違いや勤務形態を考慮すると，

以後に述べる連絡ノートや窓口役との情報交換と

いった間接的な連携と並行して，日常的に連携を

進めていくことが重要である。 

 

ⓑ間接的な連携①「連絡ノート」 

 連絡ノートは，毎回の指導内容や児童の様子を

記録するものである。そして，担当者と学級担任

や窓口役，保護者とが情報交換を行う間接的な連

携ツールとして使用する。更には，担当者と学級

担任との情報交換を補う役割を担う。 

 6ページ図1-8に示した具体的な連携内容の実施

率を見ると，設置校84.3％，巡回校94.4％と，担

当者は連絡ノートを積極的に使用していることが

わかる。学級担任との直接的な連携を日々進める

ことが難しい担当者にとって，連絡ノートは児童

の様子を情報交換する連携ツールとなっている。

そして，連絡ノートに，具体物やコピーを加える

ことも工夫の一つと考える。児童の実態をより詳

細に共有することができ，その後の指導・支援に

つながる有効な連携ツールと成り得ると考える。 

しかしながら，間接的な連携ツールは，一方向

の情報発信になりやすく，タイミングのいい情報

交換が難しい面がある。連携の該当者が連携ツー

ルの目的や特色を理解した上で使用し，電子メー

ルや電話，窓口役による情報伝達と並行して行う

ことが効率的な連携につながると考える。 

 

ⓒ間接的な連携②「窓口連携」 

窓口連携は，児童の情報交換をしたり，時間割

や定期的な連携の日程の調整をしたりする。つま

り，窓口役は，担当者と学級担任をはじめとする

教職員，保護者，関係諸機関とをつなぐ重要な役

割を担うこととなる。更には，連絡ノート同様，

担当者と学級担任との情報交換を補う役割も担っ

ている。 

図2-4は，平成27年度本市実態調査にある設問

「連携を進めるにあたり，主な窓口となっている

方はどなたですか（一人を回答）」という，主な連

携の窓口役に関する調査結果である。 

 
図2-4 主な連携の窓口役 

図2-4から，本市の現状では，設置校の場合，

連携の窓口として総合育成支援教育主任（「特別支

援教育コーディネーター」のことをさす）が45.1％

と大半を占めていることがわかる。つまり，総合

育成支援教育主任を窓口役として定期的な連携を

進めたり，学級担任との情報交換を通じた直接的

な連携を進めたりする環境があるといえる。 

一方，巡回校の場合，管理職が58.3％と大半を

占めている。巡回校では，物理的な環境や勤務形

態の要因があり，管理職が連携の窓口役となり，

情報交換や日程調整を進めていることが多い。担

58.3 

25.5 

5.6 

0.0 

11.1 

45.1 

22.2 

25.5 

2.8 

3.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

巡回校

（n=36）

設置校

（n=51）

管理職 教務主任 総合育成支援教育主任 学級担任 その他
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当者と学級担任との直接的な連携が特に進めにく

い巡回校にとって，窓口役との連携は，迅速かつ

タイミングのいい情報交換や日程調整を行うこと

ができる。また，窓口役との情報交換において，

活動の成果物や指導教材といった具体物を交えて

連携することは有効となる。なぜなら，窓口役と

の連携を通して，より詳細な情報の共有化を図り，

円滑で効果的な連携を進めることができることに

つながるからである。年度当初や指導開始時に窓

口役の先生を含めた打合せを実施し，窓口役の役

割を明確にする必要があると考える。 

 

次に，計画性が必要な定期的な連携について述

べる。 

ⓓ校内委員会（個別ケース会を含む） 

校内委員会は，学校長や教頭をはじめ，総合育

成支援教育主任が中心となり開催し，LD等の支援

の必要な児童の実態把握を行う場である。そして，

児童・保護者の願いを基本とした指導・支援の方

向性や個別の指導計画の作成について検討するた

めの校内組織として定期的に開催することが求め

られる。 

 個別ケース会は，校内委員会の中に含まれ，対

象児童を絞った個別の指導計画の作成や評価・修

正を通して，具体的な指導・支援の方法や成果，

課題など検討するための校内組織として定期的に

開催することが求められる。 

このことから，校内委員会（個別ケース会を含

む）は，児童の情報交換や実態把握，在籍学級と

LD等通級指導教室において連続性のある指導・支

援，更には一貫性のある学校体制としての関わり

につながる役割を担っているといえる。そして，

適宜，通級による指導の継続もしくは終了の判断

を行いながら進めることが重要であると考える。

また，児童の困りの早期発見，早期支援につなが

る重要な連携の一つといえる。 

6ページ図1-8に示した平成27年度本市実態調

査から，校内委員会（個別ケース会含む）への担

当者の参加率は，設置校の94.1％に対し巡回校が

30.6％と，63.5ポイントの差がある。この現状か

らおいても，校内委員会（個別ケース会を含む）

へ担当者が参加し，児童の指導・支援につながる

場の設定をしていくことが連携の目的を達成する

ために必要であると考える。また，各校の実態に

応じながらではあるが，担当者からあらかじめ連

携計画として校内委員会や個別ケース会へ参加す

る意思を発信するといった能動性も求められる。 

ⓔ保護者面談 

 日常的には，学習したプリントや連絡ノートの

交換を通じて情報交換したり，必要に応じて電話

連絡をしたりし，保護者との連携を進めている。

保護者面談は，学校が保護者との面談を通じて，

通級による指導の効果や指導の継続・終了につい

て共有する場である。具体的には，情報交換や児

童の変容を共有し，個別の指導計画の評価・修正

をする。保護者と担当者の二者，または保護者と

担当者，そして学級担任の三者で行うことが基本

となる。保護者面談を通じて，常に情報共有でき

る関係を構築することが求められる。 

また，保護者面談を通じて，保護者との信頼関

係を深めることも期待できる。信頼関係の構築と

ともに，豊かな児童理解の促進や保護者の心的ス

トレスの軽減につながることもある。 

 

ⓕ関係諸機関とのケース会 

 関係諸機関とのケース会は，保護者の了解の下，

担当者が学級担任や総合育成支援教育主任と共に

医療機関や療育機関の関係者と情報交換をする場

である。定期的に連絡をとり合い，指導・支援の

方向性や具体的な方法について協議することが求

められる。 

児童が利用している関係諸機関は，児童の情報

を専門的な立場で整理し，療育やカウンセリング，

薬の処方をしているため，通級による指導に加え，

学校全体での児童理解の拡がりや深まりが期待で

きる。また，必要に応じて，児童や保護者に同行

し，各者で情報の共有化を図ることも有効な連携

となる。 

 

ⓖ学級訪問（担当者が在籍学級を授業観察） 

 学級訪問は，担当者が在籍学級を訪問し，授業

や休み時間などの様子を観察することである。定

期的に学級訪問を行うことで，児童の状態や児童

を取り巻く在籍学級の様子の変化を把握すること

ができる。そして，その後の情報交換を通じて，

在籍学級での指導・支援や通級による指導へつな

ぐ機会となる。 

LD等通級指導教室においては，指導の成果や課

題を検証したり，指導の終了を検討したりする際

に行うとより確かな判断につながると考える。指

導ごとに学級訪問を実施することは難しいが，校

内委員会や個別ケース会，保護者面談の時期に並

行して実施し，個別の指導計画の評価・修正との

連動を図るとより効率的な連携となる。 
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ⓗLD等通級指導教室の授業公開 

 （学級担任が通級による指導を参観） 

 LD等通級指導教室の授業公開は，学級担任がLD

等通級指導教室を訪問し，通級による指導を受け

る児童の様子を観察することである。定期的にLD

等通級指導教室の授業公開を行うことで，深い児

童理解につながるよい機会となる。また，児童の

状態や指導内容・教材の効果を確認することがで

きる。学級担任が頻繁に指導の参観をすることは

難しいが，学校体制として計画を立てることで実

施可能となり，担当者との情報交換や在籍学級で

の指導・支援につなぐ機会となる。 

また，LD等通級指導教室の理解促進，啓発につ

ながる連携ととらえることもできる。そのため，

研修として位置付け，窓口役をはじめ教職員が訪

問し，意見交換することも有効である。 

 

ⓘその他 

 この他にも，通級だよりや通知票，評価シート，

更には指導の記録がある。 

通級だよりは，校内の教職員，もしくは保護者

向けに，発達障害の理解促進や指導・支援の具体

的方法を記載したものである。教職員や保護者に

とって，指導・支援，養育の手がかりになること

をねらい作成する。 

通知票，評価シートは，児童一人一人に応じて

作成している個別の指導計画にある目標を評価

し，その達成度や児童の変容をまとめ作成したも

のである。通級による指導や保護者面談の中で，

児童や保護者に渡す。児童向け通知票として作成

することで，LD等通級指導教室での活動の振り返

りに加え，自信や意欲の向上を促すことも期待で

きる。 

指導の記録は，一年間の指導時数や指導期間，

指導の内容や結果などをまとめたものとして作成

し，在籍校の校長へ提出する。その後，学級担任

は指導の記録を参考に，指導要録へ必要事項を記

載する。 

 

第３節 連携の進め方 

 

（１）連携会議と年間の連携計画 

担当者と通級エリア校との連携を効率的に進

めていくためには，どうすればよいのか。第２節

第２項で述べた連携の具体的な内容は，各者が同

じ場を共有したり，同一のものを回覧したりしな

がら連携を進めることとなる。 

担当者にとっては，連携の対象者が教職員や保

護者，関係諸機関と多岐にわたるため，通級エリ

ア校間での連携を進めていくことは容易ではない。

大城・笹森は，担当者と在籍学級との連携の重要

性を述べたうえで，「年間を通じて参観日程を決定

するなど連携の意識付けを図っているLD等通級指

導教室がある」（10）ことを紹介している。そして，

「通級指導教室担当教員だけで動くのではなく，

組織的にシステム化して，できる限り通常の学級

担任だけでなく，周りの教員や管理職も取り込み

ながら通級指導教室と通常の学級との指導の連続

性，連携を深めていくこと」（11）を指摘している。 

また，8ページで述べたように，連携内容の明

確化と連携の効率化には相関があることが推測で

きる。したがって，通級エリア校との協議を通し

て年間を見通した連携内容を検討し，組織的な計

画の策定をすることで，連携の効率化が図られる

といえる。 

更に，牧野らは，関係者が連携・協働の取組を

促すための協議をする際，「『どんなことを』『どん

なふうに』するのかというやり方の共通認識や共

通理解に終始し，そのやろうとする指導・支援の

中身は『何のために』するのかについて議論する

ことは少なかった（中略）目的やねらいは，暗黙

に了解された前提事項と考えられていた」(12)と

述べている。このことから，連携の目的を共有す

ることも重要であるといえる。 

このことから，担当者は，効率的な連携を目指

し通級エリア校と連携会議を開催し，年間の連携

計画を策定する。そして，策定した連携計画に沿っ

て，お互いが組織的な連携を図り，児童への指導・

支援，養育を進めていけるようにする。 

表2-3は，連携会議の概要について，筆者がま

とめたものである。 

表2-3 通級エリア校連携会議の概要 

参
加
者 

・通級エリア校の学校長と総合育成支援教育主任 

・学級担任 

・担当者 

時
期
と
目
的 

年度当初 
・連携目的の確認 

・年間連携計画の策定 

年度途中 ・連携計画の中間点検 

年度末 ・連携計画の評価，修正 

内 

容 

・連携の窓口役の確認 

・定期的な連携内容の確認 

・各校の予定に合わせた定期的な連携の日程調整 

・日常的な連携内容と方法の確認 
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表2-3の通り，連携会議の参加者は，通級エリ

ア校の学校長と総合育成支援教育主任，そして学

級担任及び担当者である。担当者が能動的に企

画・運営することが求められるが，学校長，総合

育成支援教育主任と協働的に行うことが望まし

い。それは，各校での総合育成支援教育の推進役

は，学校長及び総合育成支援教育主任だからであ

る。また，通級による指導を受ける児童をはじめ，

LD等の指導・支援が必要な児童への支援を検討す

るのは，各校の校内委員会（個別ケース会）であ

り，推進役が主体的な役割を担う必要があるから

である。 

 また，計画の策定においては，内容と時期の調

整が必要となる。筆者は，各校の成績評価や保護

者懇談，長期休業などの実施時期を考慮していく

ことが適切であると考える。具体的には，長期休

業前を一つの区切りとして考え，各校で実施して

いる個人懇談会と合わせて保護者面談を実施す

る。または，学期末を一つの区切りとして考え，

通級による指導の評価を通知する時期に，LD等通

級指導教室としての保護者懇談となる保護者面談

を実施する。そして，児童の情報交換や学級訪問

などに加え，PDCAサイクルによる詳細な実態把握

や指導・支援の検討を行う，担当者が参加する校

内委員会（個別ケース会）を保護者面談と並行し

て実施する。校内委員会（個別ケース会）後に保

護者面談を実施する流れが，より円滑な連携が進

められると考える。しかしながら，巡回校が複数

あり，日程が重なる場合，各校全ての事情を考慮

して策定することが難しいこともある。その際は，

利便性が低い巡回校を優先し，日程調整すること

が望ましい。また，連携計画を策定するだけでな

く，校内委員会（個別ケース会）を通じて，連携

計画についても中間点検や評価・修正を行い，各

校に応じた連携方法を確立していくことが必要で

あると考える。 

 表2-4は，年間の連携計画の一例である。 

表2-4 年間の連携計画の一例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この連携計画は，筆者が昨年度作成した設置校

における年間運営計画の原案（13）に巡回校におけ

る計画を追加し整理し直したものである。通級エ

リア校内での連携内容や日程を可視化できる形式

で作成している。可視化することで，連携内容や

日程を相互に理解したり，日程調整しやすくなっ

たりすると考えたからである。また，連携計画の

策定後には，計画に沿って効率的な連携が進めや

すくなると考える。 

 次項からは，担当者による通級エリア校におけ

る連携の進め方について述べる。通級による指導

を行う児童一人を想定すると，連携は通級による

指導を開始する以前から始まっており，通級によ

る指導を終了した後も続く。そこで，指導開始の

過程，指導中，指導終了の過程に分け，連携の進

め方について具体的に述べることとする。 

 

（２）指導中における連携 

通級による指導中における連携は，先述したよ

うに指導の目的を達成するために欠かせない。そ

のために，担当者と通級エリア校が表2-2にまとめ

た連携の具体的内容を，計画的かつ組織的に進め

られるよう，システム化していくことが求められ

る。そのために，連携会議を通して，年度当初に

連携内容と方法を決めておくこととなる。 

表2-5は，効率的な連携を目指し，筆者が作成

した連携確認シートである。 

表2-5 連携確認シート（一部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 直接的な連携   間接的な連携
より詳細な内容のやり取り タイムリーな内容のやり取り

１　校内委員会 １　通級だより

２　個別ケース会

定期的な連携 ３　教育相談
期間を区切り，個別の指
導計画の評価を中心に計
画的に実施

窓口：（　　　　　　　　　） ４　関係諸機関とのケース会

５　学級訪問

６　通級による指導の授業公開

①　窓口との情報交換 ①　連絡ノート

日常的な連携 ②　学級担任（，保護者）との情報交換 ②　指導の記録
常時，子どもの実態の共
有を中心に連続的に実施

窓口：（　　　　　　　　　） ③　窓口から学級担任（，保護者）への伝達

H２７ 連携確認シート　（ LD等通級指導教室　⇔　○○小学校 ） Ｈ２７．０６．△△時点

L D 等 通 級 指 導 教 室

（ 通 級 に よ る 指 導 ） 校 内 支 援 保 護 者 支 援 校 内 支 援 保 護 者 支 援 校 内 支 援 保 護 者 支 援

年間連携計画の作成・確認 年間連携計画の作成・確認 ●日　連携会議 ●日　連携会議

個別の指導計画の確認・作成 校内研修会 年間連携計画の作成・確認 年間連携計画の作成・確認

週の指導予定の作成 （LD等通級指導教室の理解と教室見学） 学級訪問 学級訪問

継続指導の書類作成・提出 個別の指導計画の作成

通級による指導の開始 ●日　総合育成支援教育部会

運動会練習時の時間割調整（設置校） 運動会練習時の時間割調整 個別の指導計画の作成 個別の指導計画の作成

●日　総合育成支援教育部会

水泳学習時の時間割調整 ●日　総合育成支援教育部会

水泳学習時の時間割調整 水泳学習時の時間割調整 水泳学習時の時間割調整 小中引継ぎ

2年　平仮名指導スクリーニング （情報交換）

●日　総合育成支援教育部会 ●日　総合育成支援教育部会

個別の指導計画の評価・修正 ●日　個別ケース会① 学級訪問 学級訪問

通級による指導の終了・継続の判断 保護者面談①（個人懇談会） ●日　個別ケース会① ●日　個別ケース会①

●日（月）～●日（木） 保護者面談①（個人懇談会） 保護者面談①（個人懇談会）

個別の指導計画の評価・修正 個別の指導計画の評価・修正 ●日（月）～●日（木） 個別の指導計画の評価・修正 ●日（月）～●日（木）

●日　校内研修会

●日　校内研修会 関係諸機関との連携

運動会練習時の時間割調整（巡回校） 運動会（△／○）練習時の時間割調整 運動会（△／○）練習時の時間割調整 （必要に応じて）

●日　総合育成支援教育部会 ●日　総合育成支援教育部会

2年　平仮名指導開始 ●日　総合育成支援教育部会

●日　総合育成支援教育部会

個別の指導計画の評価・修正 ●日　通知票渡し（前期終了9日）

通級による指導の終了・継続の判断 2年　平仮名指導中間評価 ●日　通知票渡し（前期終了9日） ●日　通知票渡し（前期終了16日）

通知票の作成 学習発表会（△／○）練習時の時間割調整 学習発表会（△／○）練習時の時間割調整

学習発表会練習時の時間割調整 ●日　総合育成支援教育部会 学習発表会（△／○）練習時の時間割調整 ●日　総合育成支援教育部会

●日　総合育成支援教育部会

就学児健康診断

●日　総合育成支援教育部会

個別の指導計画の評価・修正 2年　平仮名指導終了と評価 学級訪問

通級による指導の終了・継続の判断 ●日　個別ケース会② 保護者面談②（個人懇談会） ●日　個別ケース会② 保護者面談②（個人懇談会） 学級訪問

●日（月）～●日（木） ●日（月）～●日（木） ●日　個別ケース会① 保護者面談②（個人懇談会）

個別の指導計画の評価・修正 個別の指導計画の評価・修正 個別の指導計画の評価・修正 ●日（月）～●日（木）

●日　総合育成支援教育部会

●日　総合育成支援教育部会 ●日　総合育成支援教育部会

学級訪問

●日　個別ケース会③・連携会議 学級訪問 保幼少引継ぎ

個別の指導計画の評価・修正 ●日　個別ケース会③・連携会議 （受入れ準備）

●日　総合育成支援教育部会 年間連携計画の評価 個別の指導計画の評価・修正

個別の指導計画の評価 ●日　個別ケース会③・連携会議 保護者面談③（個人懇談会） 年間連携計画の評価 保護者面談③（個人懇談会） 小中引継ぎ

通級による指導の終了・継続の判断 保護者面談③（個人懇談会） ●日（月）～●日（木） ●日（月）～●日（木） （送り出し）

通知票の作成 ●日　通知票渡し（後期終了24日） ●日（月）～●日（木） ●日　通知票渡し（後期終了24日） ●日　通知票渡し（後期終了24日）

指導の記録の作成・提出 個別の指導計画の評価・修正

年間連携計画の評価 年間連携計画の評価

3月

点
検
・

改
善

9月

計
画
　
・
　
実
行

10月

11月

12月

1月

2月

4月

計
画
　
・
　
実
行

5月

6月

7月

8月

点
検
・

改
善

主な
流れ

設　置　校 巡回校Ⅰ （ ○曜▲Hと●曜△H ） 巡回校Ⅱ（ ●曜△Hと○曜▲H ）
他 機 関 連 携
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この連携確認シートは，連携会議にて協議，調

整した連携内容の時期や進め方，窓口役を各者が

常に確認できるようにするために作成した。 

各者が年間の連携計画と合わせて連携確認シー

トを確認しながら，通級エリア校の教職員間で共

有化し，目的をもった定期的な連携や日常的な連

携を進める。そして，計画性のある定期的な連携

や継続性のある日常的な連携が円滑に進められて

いるかの評価を通して，連携の効率化が促される

と考える。特に，定期的な連携については，あら

かじめ各連携内容の時期を協議しておくことで，

各者が見通しをもって連携を進めることができ，

効率化が図られる。 

 

（３）指導開始の過程における連携 

通級による指導における連携は，指導開始前か

ら始まっていると考える。なぜなら，児童の学習

上や生活上の困りの気づきから，校内委員会（個

別ケース会）や保護者面談を通じて，実態把握と

指導・支援の検討を進めているからである。 

図2-5は，通級による指導開始への道筋を示し

たものである。そして，筆者が昨年度の研究にお

いて作成した通級による指導開始への道筋(14)を

設置校と巡回校に分けて整理し，更に巡回校にお

いては開始までの第4，第5ステップを加筆したも

のである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-5 通級による指導開始への道筋 

設置校，巡回校いずれにおいても，スモールス

テップで道筋を進めていくことが，最終的には円

滑な指導開始につながると考える。設置校の場合，

通級による指導は，校内委員会（個別ケース会）

や保護者面談を受けて，最終的に学校長が指導開

始の判断を行う。担当者は，事前に校内委員会（個

別ケース会）や保護者面談へ参加していることが

多いため，円滑に指導の開始を行うことができる。 

一方，巡回校の場合，本市では図2-5に示す第5

ステップにて，担当者が本格的に児童の実態把握

などを行うこととなる。この第5ステップを円滑に

進めるためには，担当者と巡回校との連携は欠か

すことはできない。なぜなら，6ページ図1-8に示

す具体的な連携内容の実施率からわかるように，

担当者は巡回校での校内委員会（個別ケース会）

への参加をしていないことが多いからである。 

実際に巡回校は，第3ステップ後，まず，本市

教育委員会にある総合育成支援課へ指導の要請を

行う。次に，巡回校からの指導の要請を受けた総

合育成支援課の指導主事は，学校訪問を行い，児

童観察や指導経過などの情報収集を進めた上で，

通級による指導の必要性の判断を行う。そして，

第5ステップとして，担当者が児童観察や指導経過

などの情報収集，更には保護者面談を進め，通級

による指導の目標や内容を検討する。 

このことから，巡回校の場合，限られた時間の

中で通級による指導の指導計画を作成し，巡回に

よる指導の開始をすることが求められている。そ 

のため，担当者の専門性も必要と

なっている。 

そこで，担当者と巡回校とが事前

に指導開始までの道筋の共有を

図っておく。そして，校内委員会（個

別ケース会）や保護者面談を通じ

て，児童・保護者の願いを含めた実

態把握と在籍学級や学校全体，家庭

において必要な支援を明らかにし

た上で，LD等通級指導教室における

指導目標や内容の設定を行う。ま

た，総合育成支援課の指導主事から

担当者への引継ぎや保護者と担当

者との面談などを含め，必要に応じ

て参加者を考慮して行うことで，円

滑な指導の開始を行うことができ

ると考える。 

 

 

（４）指導終了の過程における連携 

通級による指導における連携は，指導終了後も
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継続していると考える。なぜなら，指導終了が適

切であったかどうかの確認や，その後の変容に応

じた指導・支援の検討といった校内連携，そして

保護者面談といった保護者連携を適宜進めていく

必要があるからである。 

図2-6は，筆者が昨年度の研究において作成し

た通級による指導終了への道筋(15)である。指導

の終了においては，指導目標の達成と在籍学級や

家庭においての環境整備の完了が一つの目安とな

る。指導開始への道筋同様に，スモールステップ

で道筋を進めていくことが円滑な指導終了につな

がると考える。 

 

図2-6 通級による指導終了への道筋 

具体的には，校内委員会（個別ケース会）や保

護者面談の実施後に指導の終了を迎えるが，その

後の支援としての第3ステップを指導終了の道筋

として設定している。第3ステップを確保すること

で，指導終了後の実態の共有や必要な指導・支援

の検討などを行うことができる。指導の終了が適

切であったかどうかの確認を行う観点からも，第3

ステップを通じて，個別の指導計画の評価・修正

を行うことは重要である。 

また，保護者支援の一環として，指導終了への

道筋を第1ステップ当初から提示する。保護者自身

が不安を少しでも解消でき，指導終了に対して見

通しがもてるような支援となる工夫も必要である

と考える。 

次章では，担当者と通級エリア校との効率的な

連携を目指し行った研究協力校での教育実践につ

いて，実践例を示しながら述べることとする。 

 

(9) 大塚雄作『改訂版 社会調査の基礎』 日本放送出版協会 

2001.3 p.125 

(10)前掲(6) pp..21～22 

(11)前掲(6) p.25 

(12)牧野泰美，他「言語障害のある子どもの通常の学級における

障害特性に応じた指導・支援の内容・方法に関する研究－通

常の学級と通級指導教室の連携を通して－」独立行政法人国

立特別支援教育総合研究所 2014.3 p.107 

(13)前掲(1) p.9 

(14)景山功一「LD等通級指導教室の年間運営計画（試案）」

http://www.edu.city.kyoto.jp/sogokyoiku/kenkyu/outlin

es/h26/seika/574/574-01.pdf p.2 2016.3.4 

(15)前掲(14)  

 

第３章 担当者による通級エリア校との連

携の実際 
 

 図3-1は，本実践を行った二つの通級エリア校を

表したものである。 

 
図3-1 本実践を行った二つの通級エリア校 

通級エリア校Aは，設置校を含む3小学校で編成

しており，A研究協力員が担当している。内訳は，

設置校（児童数11名，週12時間の指導）に加え，

巡回校であるⅠ校（1名，週2時間の指導）とⅡ校

（1名，週2時間の指導，更に12月より1名，週1時

間指導が追加）がある。 

通級エリア校Bは，設置校を含む4小学校で編成

しており，B研究協力員が担当している。内訳は，

設置校（10名，週14時間の指導）に加え，巡回校

であるⅢ校（1名，週1時間の指導）とⅣ校（2名，

週3時間の指導，更に10月より1名，週1時間指導が

追加），そして7月末に新規に巡回校となったⅤ校

（2名，週2時間の指導）がある。 

本章では，担当者による通級エリア校との効率

的な連携を図ることを目指し行った研究協力校で

の教育実践の具体について述べる。 
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第２ステップ 

 

第３ステップ 
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収 

集 
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教 
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第１ステップ 

 

Ⅰ校 Ⅱ校 
Ａ
研
究
協
力
員 

設置校 

ＬＤ等通級指導教室 

 

Ⅲ校 Ⅴ校 
Ｂ
研
究
協
力
員 

設置校 

ＬＤ等通級指導教室 

Ⅳ校 

通級エリア校Ａ 

通級エリア校Ｂ 
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第１節 指導中における連携 

 

（１）連携会議 

 まず，連携方法の明確化を行うための連携会議

について述べる。 

 図3-2は，連携会議の

様子である。管理職，

総合育成支援教育主

任，学級担任，担当者

を基本構成とし，夏季

休業中もしくは休業明 

けの指導初日に行った。 

連携会議では，連携の目的を確認した後に，定

期的な連携と日常的な連携の具体とその方法，お

よその日程について協議した。協議の中では，13

ページに示した表2-4年間の連携計画及び表2-5連

携確認シートを使用した。 

定期的な連携については，学級訪問（授業観察）

や校内委員会（個別ケース会），そして保護者面談

といった具体的な連携内容の計画を策定した。ま

た，各校の実態に応じて，児童理解と校内体制で

の指導・支援につながるよう，総合育成支援教育

部会や校内研修会への参加を計画した。総合育成

支援教育部会はLD等通級指導教室に通う児童の情

報交換や指導・支援の検討を行う情報交換会であ

り，校内研修会は発達障害の特性やLD等の支援を

要する児童理解とその具体的な指導・支援の方法

の研鑽を積む研修会としての位置付けである。 

日常的な連携については，連絡ノートや窓口役

との情報交換の方法の再確認を行った。連絡ノー

トに関しては，担当者と学級担任との直接的な連

携の時間を確保することが難しいため，それを補

う重要な連携ツールとなっている。そこで，より

詳細な内容の情報交換を目指し，必要に応じて可

能な範囲で活動の成果物やそのコピーを添付する

ことを共通理解した。 

 表3-1，表3-2は，連携会議で策定した各通級エ

リア校における連携計画をまとめたものである。 

表3-1 通級エリア校Aにおける主な連携計画 

 

表3-2 通級エリア校Bにおける主な連携計画 

 

 通級エリア校Aは表3-1の通り，個人懇談会の実

施予定である12月を定期的な連携の時期とし，学

級訪問（授業観察），校内委員会（個別ケース会），

保護者面談を実施する計画を策定した。また，巡

回校であるⅠ校，Ⅱ校ともに実施時期や構成メン

バーは違うが，児童の情報交換及び指導・支援の

検討を行う総合育成支援部会を計画している。そ

こで，設置校との日程調整を行い，巡回校での総

合育成支援部会へ参加する計画を策定した。 

 通級エリア校Bは表3-2の通り，前期末である10

月を定期的な連携の時期とし，学級訪問（授業観

察），校内委員会（個別ケース会），保護者面談を

実施する計画を策定した。7月末から巡回による指

導を開始したⅤ校においては，指導回数等を考慮

し個人懇談会を予定している12月に定期的な連携

を計画した。また，Ⅲ校，Ⅳ校においては，両校

からの要望により，B研究協力員が講師となり夏季

休業中に総合育成支援教育に関する校内研修会を

計画した。 

 次項は，連携計画に沿って実践した定期的な連

携について述べる。 

 

（２）定期的な連携 

◆直接的な連携「学級訪問（授業観察）」 

校内委員会（個別ケース会）の開催前に，担当

者による学級訪問（授業観察）を実施した。学級

担任へは，対象児童の学級への適応状況がわかる

教科を時間割として組んでもらうよう依頼し，訪

問する日時と合わせて学習内容の調整を行った。 

 図3-3は，学級訪問の

様子である。学級訪問で

は，学級内での対象児童

の活動への参加度や指

示理解の状況など，学習

の様子を把握すること 

ができた。また，学習の様子と合わせて，授業前

後の休み時間の過ごし方や他児と関わる様子につ

 

実
施
時
期 

設置校    9・10・11・12月     12月  

Ⅰ校 8月        10月            12月（個人懇談会を利用して） 

Ⅱ校 8月  9・10・11月        11月（個人懇談会を利用して） 

連 

携 

内 

容 

 

 

保護者面談 

連 
 

携 
 

会 
 

議 

総
合
育
成
支
援
教
育
部
会 

学
級
訪
問
（
授
業
観
察
） 

校
内
委
員
会
（
個
別
ケ
ー
ス
会
） 

保
護
者
面
談 

●
…
日
常
的
な
連
携 

□
…
定
期
的
な
連
携 

 

実
施
時
期 

設置校 8月          総合育成支援部会（毎月） 

Ⅲ校 8月        8月        10月（前期末を利用して） 

Ⅳ校 8月        8月        10月（前期末を利用して） 

Ⅴ校 9月                    12月（個人懇談会を利用して） 

連 

携 

内 

容 

 

 

校
内
研
修
会 

連 
 

携 
 

会 
 

議 

学
級
訪
問
（
授
業
観
察
） 

校
内
委
員
会
（
個
別
ケ
ー
ス
会
） 

保
護
者
面
談 

●
…
日
常
的
な
連
携 

□
…
定
期
的
な
連
携 

図3-2 連携会議 

図3-3 学級訪問 
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いても把握することができた。 

 図3-4は，学校行事に

向けた活動の観察の様

子である。運動会や学習

発表会などの学校行事

についても，日程調整の

可能な範囲で行事参観

をしたり，本番に向けた

活動の様子の観察をし 

たりし，集団への適応状況の把握に努めた。 

 図3-5は，学級訪問時に使用した観察記録用紙

である。 

 
図3-5 在籍学級観察記録用紙（一部） 

全ての項目を確認するのではなく，対象児童の

実態に応じて観察し，用紙に記録した。また，対

象児童のみならず，他児や教室の様子など対象児

童を取り巻く環境要因や指導・支援の様子にも目

を向けるようにした。 

下の枠は，学級訪問や学校行事に向けた活動の

観察後に担当者へ聞き取った内容である。 

 

担当者への聞き取り内容からわかるように，学

級訪問や学校行事に向けた活動の観察では，対象

児童の学級や学年といった集団への適応状態の把

握ができ，通級による指導の効果の確認につな

がっていた。また，個別ケース会での指導・支援

の検討を効率的に進めるために効果的であった。 

日程については，指導の空き時間もしくは指導

時間を学級訪問に充てて実施した。しかし，担当

者は基本的には空き時間がないため，指導時間を

学級訪問に充てることが多かった。 

◆直接的な連携「校内委員会（個別ケース会）」 

 学級訪問の実施後に，個別ケース会を開催した。 

 図3-6は，個別

ケース会の様子で

ある。個別ケース

会を円滑に進める

ため，連携計画の

策定，進行役の割

り当てと進行表の 

作成，そして個別の指導計画の資料提示の三つの

工夫を行った。以下，この三つの工夫について述

べることとする。 

一つ目に，連携計画の策定についてである。先

述したように，連携計画は，夏季休業中もしくは

夏季休業明けの指導1回目の日に実施した連携会

議にて策定した。そして，連携計画にしたがって，

担当者と連携の窓口役とで日程調整を行い，個別

ケース会を開催した。 

連携計画を策定したことにより，あらかじめ設

定した個別ケース会の時期が近づいた際に，学級

担任と窓口役，担当者が見通しをもって日程調整

を行うことができた。しかし，担当者，巡回校教

員共に見通しをもってはいたが，日程調整をする

段階において相互の予定が合わず，時期を変更し

たり構成メンバーの修正をしたりと，臨機応変に

対応する必要が生じた巡回校もあった。 

二つ目に，進行役の割り当てと進行表の作成に

ついてである。個別ケース会の構成メンバーは，

学級担任，担当者，管理職に加え，総合育成支援

教育主任，及び対象児童に関係する教職員とした。

そして，多面的に対象児童の情報や意見を共有す

るため，進行役を総合育成支援教育主任とした。

そして，図3-7に示す個別ケース会の進行表を作成

し，進行役はそれに沿って進行した。 

 
図3-7 個別ケース会の進行表（一部） 

三つ目に，個別の指導計画の資料提示について

である。観点を絞った情報交換と指導目標の評価，

そして次期の目標や内容の設定が効率的に行える

在籍学級観察記録用紙     小学校  年  組  月  日（  ）  校時 教科（     ） 

                     学級担任；        記録者；         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行 動 全 般  学 習 全 般 

身
辺
自
立 

机・椅子 整 ・ 雑   

聞 

く 

個 別 強・適・弱  

足もと周辺 整 ・ 雑   集 団 強・適・弱  

ロッカー 整 ・ 雑   複数の指示 強・適・弱  

多 

動
・
衝 

動 

性 

／ 

不 

注 

意 

着座（離席） 正・斜・伏   持 続 強・適・弱  

手足の動き 安定・多動   

話 

す 

発音・発声 強・適・弱  

視線の動き 注視・目移り   語 彙 強・適・弱  

順番の順守 強・適・弱   ５W１H 強・適・弱  

ルールの順守 強・適・弱   順序・筋道 強・適・弱  

学習の遂行 強・適・弱   

読 

む 

平仮名・片仮名 流暢／正確  

早合点 有 ・ 無   音韻認識 強・適・弱  

注意持続 強・適・弱   漢 字 流暢／正確  

社 会 性 

協働性 強・適・弱   音 読 流暢／正確  

共感性 強・適・弱   意味理解 強・適・弱  

 

後壁面 

左壁面 

 

右壁面 

前壁面 
黒板 

所見 

・対象児童と他児とのやり取りの様子を直接観察する

ことができ，人との関わり方の確認になった。 

・指示への反応（適応）を把握することができた。 

・ケース会の時に学級担任から提示される情報がより

確かなものとしてイメージすることができた。 

・観察後に，学級担任と情報交換できる機会ができた。 

図3-6 個別ケース会 

図3-4 学校行事に向けた

活動の観察 

X 児  個別ケース会  

平成 27年 9月▲日 

○日 時  平成 27年 9月▲日（▲）▲：００～ 

○場 所  京都市立▲▲小学校 会議室 

○参加者  学校長，▲▲先生（学級担任），▲▲先生（ＬＤ等通級指導教室担当者）， 

      ▲▲（総合育成支援教育主任；進行役） 

 

○内 容  ① 個別ケース会の目的と進め方の確認 

② 個別の指導計画にある短期目標の評価と現状の共有 

・学級（家庭）での様子の情報提示 

 

・ＬＤ等通級指導教室での情報提示 

 

③ 子どもの困りの共有 

 

 

④ 今後に向けての検討 

 ・通級による指導の継続・終了の判断  ⇒   継続 ・ 終了  

 

 ・次期の短期目標や具体的な指導・支援の検討（及び，終了に向けた流れの確認） 

 

 

④ 今後に向けての検討 

・通級による指導の継続・終了の判断 

         ⇒   継続 ・ 終了  

・次期の短期目標や具体的な指導・支援の検討 

（及び，終了に向けた流れの確認） 



 

小学校 特別支援教育 18 

ことを目指し，個別の指導計画の資料提示を行っ

た。また，個別ケース会後に，保護者面談を設定

していることを考慮し，個別ケース会を通じて在

籍学級とLD等通級指導教室における個別の指導計

画の評価が実施できるようにした。 

下枠は，個別ケース会での協議の一部である。 

 
この協議内容から，個別の指導計画を基に，目

標に沿った現状の共有や目標の評価といった要点

を絞った情報の共有を行っていることがわかる。

これは，進行表にある「④今後に向けての検討」

として通級による指導の継続・終了の判断の項目

を設けたことで，進行役のコーディネートにより

二重線で示したように対象児童にとっての通級に

よる指導の果たす役割を参加者が再確認できたか

らといえる。そして，破線で示したように，協議

の後半には今後の指導の方向性の検討をしてい

る。つまり，進行役の設定により，学級担任と担

当者，更には管理職を含めた多面的な視点で協議

が進められた。そして，在籍学級やLD等通級指導

教室での指導・支援の効果を共有した後，次期の

目標と指導内容の検討をするなど効率的に個別

ケース会を進められ，個別ケース会の目的を果た

すために進行表は効果的であったといえる。 

個別ケース会後，進行役を務めた総合育成支援

教育主任に聞き取りを行うと，「進行表があったこ

とで，ケース会の進行がしやすかった。また，会

の進め方を参加者が共有したことがよかったと思

う」と振り返っていた。つまり，進行表は個別ケー

ス会の目的や進め方を参加者が共有できる有効な

ツールとなっていた。 

また，網掛けで示したように，通級による指導

だけでなく，在籍学級での指導・支援の具体的な

方法の検討とその効果などが話題に挙がってい

た。これは，個別の指導計画を資料提示したこと

も効果的であったといえる。 

下の枠は，個別ケース会直後に学級担任及び担

当者へ聞き取った内容をまとめたものである。 

 

聞き取り内容からもわかるように，個別ケース

会を実施することで，参加者が対象児童の変容や

目指す姿となる指導目標と指導・支援の方法を検

討できたことがわかる。枠内の実線で示した内容

＜学級担任＞ 

・子どもの成長や課題を考え，振り返ることができた。 

・（個別）ケース会を通して，指導の方向性や目標が

一致できたことが大きい。 

・具体的な指導や支援の方法に関して検討でき，クラ

スでの支援を意識することができた。 

・通級でしている活動が，何のために（目的），今後

の何につながるのか（目指す姿）に気付けた。 
 

＜担当者＞ 

・進行表があったことで，目標と評価，次の目標設定

と，焦点をしぼった話し合いができた。 

・総合育成支援教育主任や管理職の参加により，広い

視点で（個別）ケース会を進められた。 
 

※下線及び（ ）は，筆者によるもの 

（前略） 

Co ：現状を集約すると，集中して学習に向かう，集団

の中での関わりが増えたという成長面が確認でき

ました。今後は，不適切な行動をとってしまった

時，どうすればいいか分からなかった時に判断す

ることが現状での大きな困りですね。 

CT ：そうですね。善悪の判断はできるので，そこを活

かして支援していきたい。 

Co ：通級による指導については，どうですか？ 

LDT：ルールを守る，我慢する姿が見えるようになって

きています。ただ，衝動的に行動してしまうよう

で，自己肯定感の低さを私は感じています。 

CT ：保護者連携もしながら，できたところ，いいとこ

ろを学校と家庭で褒められるようにしている。 

VPri：通級指導に加えて，クラスの状態が落ち着いてい

ることも，X児にはプラスの影響を与えている。 

Pri：X児の成長が確認できたが，特に状況に応じた行動

調整ができることを今後目指したい。 

Co ：では，通級指導の必要性を確認し，継続していき

たいと思います。次期の目標は如何でしょうか。 

CT ：次のことを想像し一人で判断できるよう，状況把

握する力をつけたい。そのために，考える時間の

確保と声かけをしていきたい。 

LDT：困りの解決に向けた判断ができるよう，イラスト

カードなどを用いた活動を継続していきたい。 

CT ：通級でのやり取りが，クラスでの書く活動につな

がっているので継続してもらえるとありがたい。 

Pri：学級担任とX児との関係性のよさもある。また，通

級を一つの心の拠り所にしている面も感じる。次

年度へ向け，通級指導や学級担任の存在感をどう

引き継いでいくか，自立した行動へどうつなげる

かも検討したい。 

（中略） 

Co ：最後に次回ケース会の開催時期です。 

LDT：2月末をめどに後期の評価を行い，次年度へつなげ

たいと思っています。 

Co ：では，2月末に次回のケース会を開催します。 

 

 

※下線や網掛けは，筆者によるものである。 

X児：対象児童，CT：学級担任，LDT：担当者 

Pri：学校長，VPri：教頭，Co：総合育成支援教育主任 
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は，通級による指導だけでなく在籍学級における

指導・支援について，多面的に対象児童をとらえ

た検討ができ，効果的に進められていたことを示

すものである。また，破線で示した内容は，個別

ケース会を通じて，相互の学びの場での目標や内

容の理解につながったことを示すものである。 

これらのことから，進行役の割り当てと進行表

の作成，そして個別の指導計画の資料提示をした

ことは，PDCAサイクルに基づく，指導・支援の評

価と次期の目標や具体的な指導・支援の検討と

いった個別ケース会の目的を果たすことにつな

がっていたと考える。また，個別ケース会を通じ

て，学級担任と担当者との相互理解につながる協

議を進められることが確認できた。 

一方，連携計画の中で，およその実施時期を決

めただけでは日程調整が困難であったり，時期を

変更して実施したりした事例もある。つまり，状

況に応じて相互が柔軟に対応して日程調整などを

することも必要だと考える。 

 

◆直接的な連携 

「総合育成支援教育部会及び校内研修会」 

通級エリア校Aでは，既存の組織として巡回校

Ⅰ校，Ⅱ校が定期的に開催している総合育成支援

教育部会へ，担当者であるA研究協力員が参加し

た。担当者の参加のねらいは，通級による指導を

行っている児童の情報共有に加え，困りを抱えて

いる児童への指導・支援の検討である。 

Ⅰ校は，総合育成支援教育主任と管理職に加

え，各学年の代表1名が構成メンバーになってお

り，毎月の開催を行っている。Ⅱ校は，低・中・

高学年編成になっており，各学年団の担任に加え，

管理職やその他の教職員が分散して部会を構成し

ており，年間3回の開催をしている。部会は，総合

育成支援教育主任もしくは総合育成支援教育部員

の進行役の下，学級に在籍する児童の情報交換後，

指導・支援の検討を行う流れである。 

 図3-8は，A研究協

力員が参加した総

合育成支援教育部

会の様子である。総

合育成支援教育部

会では，在籍学級か

らの情報に加え， 

A研究協力員から通級による指導の具体や児童の

様子，普通学級でできる指導・支援の方法など，

具体的に資料を提示しながら紹介した。内容とし

ては，通級指導している児童の現状や変容，指導

内容の具体を情報提供したり，通級による指導の

評価の仕方を前期末に提示したりした。 

また，部会では，通級による指導を行っていな

い児童の情報交換や指導・支援の検討も必要に応

じて行われる。A研究協力員は，「部会の中で挙

がった事例に応じた支援方法の情報や資料の提

供をします。次回になることもありますが，情報

交換していただければと思います」と部会の中で

依頼し，専門的な知見から詳細な実態把握につな

がる情報収集や具体的な指導・支援の助言などを

行っていた。更に，前回の部会で情報として挙

がっていた児童に関連する障害特性や困りの改

善として考えられることについて，苦手とする活

動・学習とその支援方法などについてまとめ，図

3-9に示すような資料を用意し情報提供した。 

 
図3-9 総合育成支援部会で提示された資料（一部） 

A研究協力員は教材と合わせて資料を用い，障

害特性の理解に加え，普通学級の中でできる指

導・支援やLD等通級指導教室において実施してい

る指導方法の提示を行った。そして，巡回校は事

後の教職員での報告会の中で，総合育成支援教育

主任が資料として活用し，校内全体に拡げる時間

を設けていた。また，部会終了後には，担当者へ

個別に質問をしたり，他の担任と共に相談をした

りする場面も見られた。 

 通級エリア校Bでは，巡回校Ⅲ校，Ⅳ校の総合育

成支援教育部の発案により，担当者が講師となり

総合育成支援教育に関する校内研修会を開催し

た。担当者が研修講師を務めるねらいは，発達障

害や総合育成支援教育に関する基礎知識に加え，

通級による指導の事例紹介を通して教職員の児童

理解と指導・支援の促進を図ることである。 

 図3-10は，B研究

協力員が講師を務

めた校内研修会の

様子である。研修会

では，LD等通級指導

教室の概要と指導

形態，そして実際の 

「困らせる子どもは」「困ってるこども」です。 

・「発達障害スペクトラム」という考え方 

 スペクトラムとは「連続体」という意味です。特性のあらわれ方には差があ

りそれぞれ違って見えるけれど，基本的には連続しているという考え方です。 

              （イギリスの精神科医ローナ・ウィング提唱） 

・発達障害はしつけ不足や心の病気ではない。       ＊ 

・脳内の情報がスムーズに伝わらない状態と考えられています。 

 脳には前頭葉という場所がありその中には前頭前野があります。 

 前頭前野の役割→ 脳の機能全体の制御・ワーキングメモリの働きに関わる 

 ◎サッカーでいえば司令塔  ◎オーケストラでいえば指揮者のような役割 

  ・感覚器を通して得た情報を使い，物や自分の置かれている状況を認識し

たり過去の膨大な記憶の中から必要なものを取り出したりする。 

   「作業記録」と呼ばれるワーキングメモリ 

           ↓ 弱い 

優先順位をつけたり一度に複数のことをしたりするのが苦手となる。 

最初の脳からの命令が出続けないため優先順位が混乱する。 

  例）授業中に先生が話をしている。→先生の話を聞こうとする。窓際に小

鳥が飛んで来たら小鳥を見ることが優先してしまう。＊ 

３つの症状 

多動   身体の多動・口の多動 

不注意  一定の時間集中するのが難しい。集中力が長続きしない。 

衝動性  自分の感情や欲求のコントロールが難しい。 

図3-8 総合育成支援教育部会 

図3-10 校内研修会 

自閉スペクトラム症 

傾向にある事例 

ことば（読む・書く）を考えよう 

 

                                   

           読み書きに必要な力 

   ・注意・記憶・運動・社会性・ことば（「か」と読める・「かさ」が 

イメージできる）目からの情報 

           

「注意・集中」 

・読むこと・書くこと「心のチャンネル」を合わせる。 

・文字の形やことばのルール等に「気づく」。 

・順序やスピード等を決める。 

・自分でチェックしながら読んだり書いたりする。 

 

              

「記憶」 

・目からの情報や耳からの情報を意味を結びつけて覚える。 

・読んでる時，書いている時必要な情報を頭の中に置いて置く。 

     

 

「運動」 

・読んでいる時に一番動いているのは「目」（眼球運動）文字 

読み書き困難 

傾向にある事例 
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指導について事例提示をしながら紹介した。 

 具体的な事例については，B研究協力員が巡回に

よる指導の対象となっている児童を中心に，児童

の困りと目標，指導方法を関連させて提示した。

そして，使用している教材を児童の実態と指導の

ねらいと合わせて紹介したり，実際に教材を体験

できるワークショップの機会を設けたりすること

で，より確かな理解につながるように工夫した。 

下の枠は，総合育成支援教育部会や校内研修会の

参加者への聞き取り内容をまとめたものである。 

 
参加者への聞き取り内容からわかるように，総

合育成支援教育部会への参加や校内研修会の開催

は，LD等通級指導教室の啓発に加え，通級の目標

や活動内容の確認をする機会になっていた。そし

て，その他の教職員にとっても，困りを感じてい

る児童の実態把握や指導・支援の検討といった，

校内全体での総合育成支援教育の推進にもつなが

る効果があったことが確認できた。また，担当者

からの聞き取り内容からは，担当者と学級担任だ

けでなく，巡回校の教職員との人間関係をつなぐ

場の共有になっていたことがわかる。 

日程調整の工夫が必要となるが，担当者の能動

的な働きかけは，LD等通級指導教室の理解の深ま

りや児童への指導・支援の充実とそれを支える人

間関係の形成につながることがみえた。 

次項は，連携計画に沿って実践した日常的な連

携について述べる。 

（３）日常的な連携 

◆直接的な連携「学級担任との情報交換」 

図3-11は，学級担任と

担当者が直接的な連携

を通して，情報交換を進

めている様子である。通

級による指導の前後や

休み時間，放課後の時間

帯に行った。 

巡回による指導を行う児童の場合，在籍学級や

家庭での日々の様子を把握しにくい状況にある。

そのため，学級担任との情報交換である直接的な

連携は欠かせない。しかし，通級による指導は学

級担任が学習指導を行っている時間帯に並行して

実施するため，日常的に直接的な連携を行うこと

は難しい。また，校内委員会（個別ケース会）と

は違い，計画的に行うことも難しい。そのため，

職員室で連絡ノートを記入したり，在籍学級へ対

象児童を送ったりして，意図的に学級担任と直接

的に情報交換ができるように工夫した。 

 以下は，直接的な連携の様子の一場面である。 

 

 日々の対象児童の様子や手立ての共有などは，

連絡ノートを介しての間接的な連携内容として行

われることが多い。間接的な連携の場合，相互の

やり取りがその場ではできず，一方向の情報提供

にとどまることが多くなる。直接的な連携をする

ことで，上記の枠内のような双方向のやり取りを

通して，対象児童の様子や成果，課題，必要な手

立ての共有を，学級担任と担当者間でできる状況

が生み出されていた。 

このことから，直接的な連携は，双方向のやり

取りができ，タイミングのいい情報共有ができる。

そして，在籍学級とLD等通級指導教室における指

導・支援をつなぐ日常的な連携となることが確認

できた。 

LDT：クラスで点字の学習を頑張っていたんですね。X

児が話をしてくれたので褒めました。 

CT ：意欲的に活動していて，いい調べ学習が進められ

たんです。今度，クラス発表をする予定なので，

日程が許せば，発表の様子を見に来てください。 

LDT：ありがとうございます。今日の通級，集中トレー

ニングの活動を頑張っていたんですが，ファイル

を忘れてお楽しみの活動ができずで…。 

CT ：ファイルのコメント，読みました。持ち物の準備，

課題ですね。声かけの支援，続けていきます。 

 

＜学級担任や窓口役＞ 

・普段，先生（担当者）と話す内容は，子どもの様子

が中心になっていて，使用教材の目的など聞く機会

がなかった。通級での活動が理解できた。 

・通級での指導の様子を知ることで，自分の思いが文

章として書けているなと思った時に，「通級がクラ

スにつながっている」と思うようになった。 

・校内研修会を通して，教職員との関係の構築も図ら

れ，同じ立場に立った関係づくりになったと思う。 
 

＜その他の教員＞ 

・子どもが何で困っているのか，どのような支援が必

要なのか，クラスをイメージして話が聞けた。 

・わからないことを，他の視点で補ってもらえた。 

・（総合育成支援教育部会は，）通級の役割や内容を

知る場になったと思う。 
 

＜担当者＞ 

・巡回校の先生との距離感が近くなった。 

・（対象児の）学級担任以外の先生との顔のつながり

ができ，通級を意識してもらえていると実感した。 

※（ ）は，筆者によるもの 

図3-11 学級担任との情報交換 

 

X児：対象児童，CT：学級担任，LDT：担当

者 
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◆間接的な連携①「連絡ノート」 

連絡ノートは，学級担任と担当者との直接的な

連携を補うための間接的な連携の一つである。A

研究協力員は，学級担任，保護者，担当者の三者

間で連絡ノートを回覧する方法を採用していた。

またB研究協力員は，研究協力員A同様に三者での

連絡ノートに加え，学級担任と担当者の二者間で

回覧する連絡ノートも活用していた。どちらの連

絡ノートについても，相互の情報交換となるよう，

担当者は，通級による指導の内容や活動の様子，

更にその評価を中心に記載した。また，保護者面

談の開催に向けた案内や日程調整についての連絡

事項も記載した。また，学級担任は在籍学級での

様子，保護者は家庭での様子を中心に記載した。 

図3-12は，長期宿泊学習後に学級担任によって

記述された連絡ノートである。 

  
図3-12 学級担任のノート記述が担当者の指導・支援へ 

図3-12に示す実線を見ると，長期宿泊学習での

対象児童の困り，破線は対象児童の頑張りやその

後の成果としての変容に関する記述である。また，

二重線は，添付した写真への説明を施した内容で

ある。学級担任は，長期宿泊学習時の対象児童の

様子を担当者へ伝えるための工夫として，その説

明の記述に加え写真の添付を行っていた。 

担当者は，指導前に連絡ノートを確認したこと

で，表現力やコミュニケーション力を高める活動

の一つとして長期宿泊学習を振り返る活動を取り

入れていた。図3-12の下枠にある担当者によって

記述された連絡ノートを見ると，学級担任からの

情報が通級による指導へ効果的に反映されている

ことがわかる。指導後に担当者は，「連絡ノートに

写真の添付があったことで，子どもが伝えようと

していることがイメージでき，聞き取りを通して

必要な情報を収集し，指導に活かすことができた」

と振り返っていた。このように，連絡ノートによ

る連携を通して，学級担任による情報発信が担当

者による通級による指導へつながったことがうか

がえる。 

連絡ノートへの写真の添付は，連携会議や校内

研修会にて，連絡ノートの効果的な活用方法を紹

介したことで生まれたことである。その結果，学

級担任から積極的な情報提供を得る機会が拡が

り，通級による指導へ活かすこととなった。更に

連絡ノートには，この他にも夏季休業中の課題（宿

題）や単元テストなども添付されていた。 

また，図3-13は，通級による指導において把握

した実態をきっかけに担当者と学級担任によって

記述された連絡ノートである。 

 
図3-13 担当者のノート記述が学級担任の指導・支援へ 

図3-13に示す実線を見ると，担当者は指導を通

して把握した実態を，連絡ノートを介して学級担

任へ情報発信している。そして，波線を見ると，

学級担任は今までの実態把握を照らし合わせて分

析し，記述している。このように，連絡ノートに

よる連携を通して，担当者の情報発信が学級担任

への指導・支援につながったことがうかがえる。 

これらのことから，連絡ノートによる間接的な

連携は，直接的な連携を補う相互の学びの場での

対象児童の把握ができ，指導・支援に反映する日

常的な連携となることが確認できた。また，実物

や写真添付など工夫した連絡ノートの記述は，対

象児童の頑張りや成長，指導の成果を確認するこ

とができる連絡ツールとなることがうかがえた。 

 

 

※下線は，筆者によるものである。 

 

 

 

学級担任 

 

学級担任 

 

学級担任 

 

担当者 

担当者 
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◆間接的な連携②「窓口連携」 

図3-14は，窓口役となって

いる教頭との窓口連携の様

子である。窓口連携は，学級

担任と担当者との直接的な

連携を補うための間接的な

連携の一つである。指導前に 

は，前回の通級による指導からの在籍学級での様

子の情報交換を，指導後には，通級による指導で

の様子の情報交換と次回の指導日時や定期的な連

携などの日程調整を中心に行った。下に示す二つ

の枠の内容は，窓口連携の様子の一場面である。 

 

 

二つの場面のように，窓口連携を通して対象児

童の日常の様子や変容の共有，課題の確認ができ

たりした。また，前期末の評価や保護者からの連

絡ノートの内容を伝達することもあった。 

このことから，窓口連携による間接的な連携

は，直接的な連携を補う情報共有とその後の指

導・支援の検討につながる可能性が確認できた。 

一方で，教頭，教務主任といった窓口役が職員

室に不在，もしくはその他の対応をしていて，窓

口連携を図る機会がもてない場合もあった。その

際は，電話やメールでの連絡をすることもあった。 

次節は，指導開始の過程における連携について

述べる。 

第２節 指導開始の過程における連携 

 

 本実践の期間中に研究協力校において指導開始

した事例4例を基に，指導開始の過程における連携

についてまとめる形で述べる。 

図3-15は，通級による指導開始時に実施する項

目を明確にするために筆者がまとめたもののう

ち，担当者に関連する部分である。14ページ図2-5

に示した通級による指導開始への道筋の第4，5ス

テップをより詳細に記載した。以後，指導開始の

過程において実施する授業観察と個別ケース会

Ⅰ，保護者面談，個別ケース会Ⅱについて述べる。 

 
図3-15 指導開始の過程において実施する項目（一部） 

まず，担当者による授業観察と個別ケース会Ⅰ

についてである。担当者は，総合育成支援課から

巡回による指導の要請を受け，巡回校との日程調

整を行い，授業観察と個別ケース会Ⅰを実施した。 

図3-16は，担当者による授業観察と個別ケース

会Ⅰの様子である。 

 
図3-16 指導開始前の授業観察と個別ケース会Ⅰ 

授業観察については，事前の情報が少ない場合

は授業観察前に，事前の情報共有が十分に図れて

いる場合は授業観察後に個別ケース会Ⅰを実施し

た。情報提供については，学級担任や管理職から

の学級での生活や学習に関する様子に加え，本人

や保護者の思いや願いについて収集できるように

心掛けていた。また，必要に応じて総合育成支援

課の指導主事より児童の実態や見立てに関する情

報を収集した。 

次ページ図3-17は，個別ケース会Ⅰに使用した

進行表である。 

 

 

VPri：シェイクアウト訓練の時に，一次避難はできたけ

ど，二次避難で戸惑っている姿が見られたんです。 

LDT：X児はどこにいたんですか？ 

CC ：運動場にいました。二次避難に移った時に，全校

児童が運動場へ避難してくる様子を見て戸惑っ

たようで…。いざという時に，パニックにならな

いように気に掛けないといけないですね。 

LDT ：状況把握と臨機応変さが課題になりますね。 

 

LDT：これは，花を観察してスケッチしたものなんです。 

  （数回のスケッチをした実物を提示しながら） 

VPri：すごいですね。スケッチに変化が表れていますね。

細かい箇所までスケッチし，色の工夫もしてて…。 

LDT：授業観察（学級訪問）の時に理科のスケッチの掲

示を見ると，細部に意識が向いてなかったんです。

細部への意識は漢字の定着にもなるので…。 

（後日） 

VPri：先日のスケッチの話を学年ですると，「成長がよ

くわかるなぁ」と声が上がっていたんです。 

LDT：目に見える成果が少しずつ出てきてますね…。 

図3-14 窓口連携 

 

VPri：教頭，LDT：担当者 

X児：対象児童，VPri:教頭，CC:教務主任，LDT:担当者 

２ 

総
合
育
成
支
援
課
と
の
連
携 

□  ／ 

 総合育成支援課への通級による指導の要請  

・校内委員会での同意，保護者了解のもと，学校長が総合育成支援課へ指導の要請を行う。 

 担当主事による授業観察や個別ケース会の実施  

・実態把握や指導・支援の検討を行うため，担当主事による授業観察や個別ケース会を実施する。その際，

担当主事による通級による指導の必要性についての判断が行われる。 

・通級による指導の必要性が判断された場合，指導開始までの流れの確認を行う。 

□  ／ 

 担当主事と担当者との打合せの実施（担当者） 

・担当主事から設置校へ通級による指導の要請が行われる。その際，担当者は，担当主事から事前に児童の

実態等の必要事項の引継ぎを受ける。具体的には，児童実態やこれまでの指導・支援の経過，必要と思わ

れる指導内容等である。 

（巡回校，担当主事，担当者三者での打合せ会を設定することも考えられる。）  

３ 

担 

当 

者 

と 

の 

連 

携 

□  ／ 

 担当者による授業観察や個別ケース会Ⅰの実施  

・児童の実態把握や指導目標，内容の検討のため，授業観察や個別ケース会を実施する。 

（個別ケース会では，管理職，学級担任，総合育成支援教育主任，担当者などが同席する。） 

□  ／ 

 担当者による保護者面談及び児童面談の実施  

・児童の困りや保護者の願いの聞き取りと指導目標や内容の共有を行うために，保護者面談を実施する。特

に，目指す児童の姿を明確にし，指導終了までの見通しをもつ。 

・指導開始までの流れや今後の連絡方法などの確認を行う。 

（初回の保護者面談では，管理職と学級担任が同席することが望ましい。） 

・指導開始に向け，児童面談を実施する。（保護者面談同様，管理職と学級担任が同席することが望ましい。） 

□  ／ 

 個別ケース会Ⅱの実施  

・通級による指導開始前に，個別ケース会Ⅱを実施する。指導目標や内容の共有に加え，連携の内容（時間

割の調整やケース会，教育相談のもち方など）や窓口役，今後の流れについて確認を行う。  

４  

手 

続 

き 

□  ／ 

 就学相談申出書の作成と教育課程変更届及びＬＤ等通級指導教室経路届の作成  

・在籍校が，記入例に沿って就学相談申出書（イントラネット内にある様式４の１）を作成する。 

・在籍校が，設置校との協議の上で，記入例に沿って教育課程変更届（イントラネット内にある様式Ａ）を

作成する。 

・就学相談申出書（原本），教育課程変更届（原本），個別の指導計画（写し）を３点セットにし，総合育成

支援課へ提出する。また，その写しを在籍校と設置校で保管する。 

・他校通級の場合，保護者が記入例に沿って作成したＬＤ等通級指導教室経路届（イントラネット内にある

様式Ｂ）を受理し，在籍校で保管する。その写しを設置校で保管する。 
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図3-17 個別ケース会Ⅰの進行表（一部） 

個別ケース会Ⅰでは，進行表と個別の指導計画

を基に，対象児童の困りと在籍学級でのこれまで

の指導・支援の経過を共有する。そして，対象児

童の困りの改善・克服に向けた指導・支援の方向

性，通級による指導が担う役割などを検討した。

また，指導開始までのスケジュールを確認し，基

本の指導日時や保護者面談など学校の予定と合わ

せて打合せを実施した。 

 次に，保護者面談である。授業参観や個別ケー

ス会Ⅰの後，担当者による保護者面談を実施した。

必要に応じて，担当者と保護者のつなぎ役として

管理職や学級担任が同席したり，自己紹介の際に

立ち会ったりした。面談では，成育歴をはじめこ

れまでの成長の過程や保護者の願いをうかがう。

そして，授業観察や個別ケース会Ⅰを通じて検討

した指導・支援の方向性を提示し，指導目標や指

導内容について確認した。更に，指導開始後から

の連絡ノートを活用した情報交換やその後の保護

者面談の予定などについて共通理解をした。 

 最後に，連携会議として個別ケース会Ⅱを開催

した。新規の巡回校においては，個別ケース会Ⅰ

のメンバーに加え，窓口役の先生も参加し，個別

ケース会Ⅱを行った。 

図3-18は，個別ケース

会Ⅱの様子である。個別

ケース会Ⅱでは，個別

ケース会Ⅰと同様に円滑

な会の進行を目指し，右

上図3-19に示す進行表を

使用した。 

進行表を基に，保護者面談の内容を共有し，指

導開始前に通級による指導の目標及び指導内容の

検討をした。そして，年間の連携計画を提示し，

定期的な連携の時期や日常的な連携を進めるため

の窓口連携についても確認した。新規の巡回校の

場合，開始までの手順が不明確なため，担当者が

より主体的に指導開始の過程を進めていく役割を

担っていた。 

 
図3-19 個別ケース会Ⅱの進行表（一部） 

 図3-20は，指導開始直後に学級担任と担当者に

よって記述された連絡ノートである。 

 
図3-20 指導開始直後の連絡ノート（一部） 

 担当者は，指導後に対象児童を在籍学級へ送り

届け，LD等通級指導教室での活動の様子を直接伝

えた上で，図3-20に示すように連絡ノートに記入

していた。また，学級担任はその後の在籍学級で

の様子について連絡ノートへ記入していた。これ

らの連携は，指導開始の過程における連携を通じ

て，相互の役割分担や連携の仕方を確認したこと

による効果であることが確認できる。 

次節は，指導終了の過程における連携について

述べる。 

 

第３節 指導終了の過程における連携 

 

本実践の期間中において，通級による指導の終

了に至った事例はなかった。しかし，次ページの

枠内に示す協議が，個別ケース会で行われていた。 

枠内の二重線で示したように，担当者からの意

見を契機に進行役が，通級による指導の必要性を

問いかけている。そして，対象児童の成長，集団

適応できつつある状態と通級による指導の必要性

とを共有しつつ，指導回数を減らすという方向性

の協議を行っていた。また，破線で示したように，

終了に向けて必要とされる在籍学級及びLD等通級

指導教室での指導・支援の検討も行っていた。 

  

図3-18 個別ケース会Ⅱ 

○児  個別ケース会Ⅰ  

平成 27年 9月▲日 

 

○日 時  平成 27年 9月▲日 

○場 所  京都市立▲▲小学校 会議室 

○参加者  学校長，▲▲先生（学級担任），▲▲先生（ＬＤ等通級指導教室担当者）， 

      ▲▲（総合育成支援教育主任；進行役） 

 

○内 容  ① 個別ケース会Ⅰの目的と進め方の確認 

② 現状の共有 

・学級（家庭）での様子の情報提示 

 

 

 

 

・これまでの指導・支援の経過報告 

 

 

 

 

③ 子どもの困りと指導の方向性の共有 

 

 

 

 

④ 今後の予定の確認 

・指導開始までの流れの確認 

 

 

      ・授業観察や保護者面談の日程調整 

 

 

・基本の指導日時の調整 

 

⇒    曜日  校時を基本 

 

 

⑤ 個別ケース会Ⅱの開催時期の確認   ⇒    月  日（ ）を目途に行う 

            ※保護者面談終了後に個別ケース会Ⅱを実施することが望ましい 

 個別ケースⅠ会（本日）      

 ↓ 

 授業観察      月  日（  ）  校時 

 ↓ 

 保護者面談       月  日（  ）      

 ↓ 

 個別ケース会Ⅱ  

（個別の指導計画の修正及び 

就学相談申出書，教育課程変更届の作成） 

 ↓ 

 通級による指導の開始   

④ 今後の予定の確認 

・指導開始までの流れの確認 

・授業観察や保護者面談の日程調整 

・基本の指導日時の調整 

⇒    曜日  校時を基本  

⑤ 個別ケース会Ⅱの開催時期の確認  

⇒    月  日（ ）を目途に行う 

 

 

○児  個別ケース会Ⅱ  

平成 27年 9月▲日 

○日 時  平成 27年 9月▲日 

○場 所  京都市立▲▲小学校 会議室 

○参加者  学校長，▲▲先生（学級担任），▲▲先生（ＬＤ等通級指導教室担当者）， 

      ▲▲（総合育成支援教育主任；進行役） 

 

○内 容  ① 個別ケース会Ⅱの目的と進め方の確認 

② 現状の共有 

・学級（家庭）での様子の情報提示 

 

 

・授業観察及び教育相談の情報伝達 

 

 

 

 

③ 子どもの困りの共有 

   

   

④ 指導目標（長期，短期）と指導内容の検討 

       ◆長期目標： 

◆短期目標：① 

      ② 

      ③ 

  ◆指導内容：普通学級  

 

 ＬＤ等通級指導教室  

 

 

 ⑤ 今後の予定の確認 

・指導開始までの流れの確認 

・基本の指導日時の確認 ⇒   曜日  校時 

       ・連携方法や年間の連携計画の調整 

         ⇒ 窓口役   先生 

         ⇒ 年間の連携計画（別紙参照） 

 ・学校行事や予定の共有 

 

⑥ 次回の開催時期の確認        ⇒    月  日（ ）を目途に行う 

個別ケース会Ⅱ（本日）  

（個別の指導計画の修正及び 

就学相談申出書 

教育課程変更届の作成） 

 ↓ 

 通級による指導の開始  

  月  日（  ）  校時開始 

※短期目標は，極力少なく 

達成可能な目標を設定する。 

※指導内容は，役割分担し 

 指導の連動性を目指す。 

④ 指導目標（長期，短期）と指導内容の検討 

◆長期目標： 

◆短期目標：① 

 ② 

       ③ 

 ◆指導内容：普通学級  

 

ＬＤ等通級指導教室   
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個別ケース会後には，学級担任は保護者へ指導

回数を減らすことを提案している。そして，学級

担任と担当者，対象児童での相談を行った結果，

週1時間の通級による指導をすることになった。 

図3-21は，その後の学級担任と保護者，担当者

との連絡ノートによる連携の様子である。 

 
図3-21 指導回数を減らした後の連絡ノート（一部） 

図3-21の実線で示したように，活動回数が減る

ことに対して，情緒の安定を保った表現をしてい

る対象児童の姿とそれを受けての担当者の分析が

連絡ノートに記入され，情報共有が行われていた。 

これら一連の個別ケース会での協議やその後

の保護者を含めた連携は，指導終了の段階の導入

となる連携の一端であると考える。個別ケース会

において，通級による指導の必要性やその役割，

指導・支援の検討について繰り返し協議すること

で，指導終了への道筋に向かうことが確認できた。 

 次章では，実践前後に行った連携に関する調査

と担当者及び協力校への聞き取りの結果から，研

究の成果と課題について考察する。 

 

第４章 これからのLD等通級指導教室 

 

第１節 研究の成果と課題 

 

（１）日常的な連携 

本項では，日常的な連携について考察する。 

研究協力員である担当者が巡回による指導時

に行っている日常的な連携について，実践の前後

に調査を実施した。調査は，直接的な連携と間接

的な連携①「連絡ノート」，そして間接的な連携②

「窓口連携」に分け，各連携の時間と内容を記録

した。実践前調査は平成27年6月末から7月末まで

の約1カ月間，実践後調査は各巡回校での個別ケー

ス会が終えた後の約1カ月間を調査期間として実

施した。なお，研究を進める都合上，実践期間中

に調査したデータを中心に述べることとする。 

表4-1は，担当者と各巡回校との実践前と実践

後の連携時間の変容をまとめたものである。Ⅳ校

については，在籍学級が違う2名の対象児童であっ

たため，Ⅳ校㋐とⅣ校㋑に分けてまとめた。 

表4-1 担当者と各巡回校との連携時間の変容（分） 

 
直接的な連携 

間接的な連携② 

「窓口連携」 

 
Ⅱ
 

校 

実践前（n=4） 0.50 2.88 

実践後（n=4） 1.50 4.50 

増 減 +1.00 +1.62 

 
Ⅲ
 

校 

実践前（n=3） 2.67 5.50 

実践後（n=4） 2.63 5.13 

増 減 -0.04 -0.37 

Ⅳ
 

校 

㋐ 

実践前（n=2） 0.50 3.00 

実践後（n=5） 0.90 4.30 

増 減 +0.40 +1.30 

Ⅳ
 

校 

㋑ 

実践前（n=2） 0.00 
※窓口連携は，

Ⅳ校㋐に同じ 
実践後（n=4） 1.00 

増 減 +1.00 

（前略） 

CT ：クラスでの困りごとに対し，担任へ相談していま

す。そして，状況整理やアドバイスをすると，受

け入れることができています。 

LDT：通級では，目標を意識した活動ができています。

見通しをもてなかった時も「まあ，いいか」と思

えたり，クラスの友だちの話をしたりしています。

担任の先生との関係性も含め，集団への適応が図

られつつあるようです。指導回数を減らしていく

こと（週2回を週1回の指導）も一つだと思います。 

Co ：では，今後に向けての検討に移りますが，通級指

導の必要性については，どうでしょうか。 

VPri：保護者の意向もあるが，次回の保護者面談の中で，

学級担任，通級担当の両面から回数を減らしていく

ことを提案してはどうか。X児が，担任からの助言

を受け入れていることも大きいですね。 

CT ：指導の回数を減らす方向でいいと思います。 

LDT：保護者は，全てできることを望んでおられる。今

の成長を確認しながら，提案できればと思う。 

Co ：通級については，週1回の指導の方向で進めていけ

ればと思います。では，クラスと通級での次期の

目標については，どうでしょうか？ 

（中略） 

LDT：通級では，丁寧な書字と漢字を使った作文ができ

る，感じたことを言葉や文で表現することを目標

にしていきたい。 

CT ：クラスでは，整理整頓と気持ちの切替えを最優先

し，こまめな声かけと時間の余裕をもちたい。 

Co ：通級での成果をクラスで取り入れていることを保

護者の方へ伝え，指導回数の提案をしましょう。 

 

 

※下線や（ ）は，筆者によるものである。 

X児：対象児童，CT：学級担任，LDT：担当者 

VPri：教頭，Co：総合育成支援教育主任 
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表4-1を見ると，直接的な連携はⅡ校1.00分，

Ⅳ校㋐0.40分，Ⅳ校㋑1.00分，間接的な連携②「窓

口連携」はⅡ校1.62分，Ⅳ校1.30分と増加してい

る。つまり，実践前と比べ実践後の方が，連携時

間が長くなっていたことがわかる。Ⅲ校の連携時

間の増減を見ると，連携時間としては減っている

が，実践前後の調査ともに連携時間が他校と比べ

長く，実践後においても時間の確保がされていた。 

では，日常的な連携を通して，どのような内容

の情報交換が行われていたのだろうか。表4-2は，

担当者と学級担任との連携内容の変容をまとめた

ものである。連携内容は，「手立て（教材や指導・

支援の内容）」，「成果（～ができた，～が頑張れた

など）」，「課題（～が難しい，～で困っているなど）」

の項目とし，連携時にこれらの項目が含まれてい

るかをチェックした。直接的な連携は，連携時に

出現する頻度として，「手立て」「成果」「課題」に

分けて表している。頻度の算出は，（出現回数）÷

（連携回数）である。間接的な連携①「連絡ノー

ト」は，ノートへ記述される割合として，「手立て」

「成果」「課題」に分けて表している。割合の算出

は，（出現回数）÷（記述全文）である。 

表4-2 担当者と学級担任との連携内容の変容（％） 

 
直接的な連携 

間接的な連携① 

「連絡ノート」 

手立て 成果 課題 手立て 成果 課題 

Ⅱ
 

校 

実践前  0.0  0.0  0.0 21.3  25.5  6.4  

実践後 25.0 12.5 12.5 26.8  48.8  9.8  

増 減 +25.0 +12.5 +12.5 +5.6 +23.2 +3.4 

Ⅲ
 

校 

実践前 16.7 16.7 16.7 29.3 11.1 11.1 

実践後 25.0 37.5 12.5 37.3 29.4 11.8 

増 減 +8.3 +20.8 -4.2 +8.0 +18.4 +0.8 
Ⅳ

 

校 

㋐ 

実践前  0.0  0.0  0.0 22.2 11.1 2.8 

実践後 20.0 20.0  0.0 26.5 27.7 9.6 

増 減 +20.0 +20.0  0.0 +4.3 +16.6 +6.9 

Ⅳ
 

校 

㋑ 

実践前  0.0  0.0  0.0 33.3 12.5 20.8 

実践後 25.0 12.5 12.5 31.8 35.5 10.9 

増 減 +25.0 +12.5 +12.5 -1.5 +23.0 -9.9 

「手立て」の項目を見ると，直接的な連携では

Ⅱ校25.0ポイント，Ⅲ校8.3ポイント，Ⅳ校㋐20.0

ポイント，Ⅳ校㋑25.0ポイント増加した。そして，

間接的な連携①「連絡ノート」では，Ⅱ校5.6ポイ

ント，Ⅲ校8.0ポイント，Ⅳ校㋐4.3ポイント増加

した。学級担任との連携，特に直接的な連携を通

して，「手立て」に関する内容の情報交換が実践後

に多く行われるようになったことがわかる。 

また，「成果」の項目を見ると，直接的な連携

ではⅡ校12．5ポイント，Ⅲ校20.8ポイント，Ⅳ校

㋐20.0ポイント，Ⅳ校㋑12.5ポイント増加した。

そして，間接的な連携①「連絡ノート」では，Ⅱ

校23.2ポイント，Ⅲ校18.4ポイント，Ⅳ校㋐16.6

ポイント，Ⅳ校㋑23.0ポイント増加した。学級担

任との直接的，間接的な連携を通じて，「成果」に

関する内容の情報交換が実践後に多く行われるよ

うになったことがわかる。 

下の枠は，実践後に学級担任と窓口役，そして

担当者へ聞き取った日常的な連携に関する内容

をまとめたものである。 

 
枠内の実線で示したように，学級担任と窓口役

共に積極的に担当者との連携を図ろうとしていた

ことがわかる。特に,学級担任は担当者と直接会っ

て情報交換しようと，意識した連携を行っていた。

そして，△で示したように，窓口役は学級担任と

担当者との情報交換を補うことを意識し連携を

行っていた。また，▲で示したように，担当者は

役割分担のある円滑な連携が進められていたと認

識していることがわかる。このことから，意識的

かつ組織的に日常的な連携が図られた結果，連携

時間の確保につながったと考えられる。 

更に，◇や◆で示したように，学級担任，担当

者共に，日常的な連携を図ることで，相互の学び

の場において目標達成となる効果的な指導・支援

ができることを感じていたことがわかる。具体的

には，表4-2に示した「手立て」や「成果」といっ

た連携内容の変容に表れていると考えられる。ま

＜学級担任＞ 

・（担当者と）話そうとしないと話せない。「どうし

ても」という時は，子どもと一緒に通級教室まで行

き，話すようにしている。 

・（担当者に）会って直接伝えようと思っている。 

◇連絡ノートは，子どもを知る情報源になっている。 

◇情報交換をすることで，子どもを褒めることが増えた。 
 

＜窓口役＞ 

・必要な情報を（担当者へ）伝えようとしている。 

△（担当者と）学級担任との連携が基本だが，直接（的

な）連携が難しいため，つなぎ役だと思っている。 
 

＜担当者＞ 

▲連携の型が決まることで，窓口役の先生との連携も

しやすくなった。 

◆情報のやり取り（双方向の情報交換）は指導に直接

結び付くことが多かった。子どもの状態をわかって

指導すると，こんなに違うんだと感じた。 

◆もっと子どもの様子を知りたいと思うようになった。 
 

※記号や下線，（ ）は，筆者によるもの 
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た，20ページで述べた直接的な連携や21ページで

述べた間接的な連携①「連絡ノート」の実践から

も同様のことがうかがわれる。 

一方で，「優先順位として，連絡ノートが後回

しになり，タイムリーな情報交換ができないこと

があった」という回答が，学級担任への聞き取り

調査の中であった。直接的な連携や間接的な連携

②「窓口連携」は，一定の時間確保がされたもの

の，指導毎に行われたわけでなく限定的である。 

以上のことから，日常的な連携は，意識的かつ

組織的な連携を進めることが重要である。言いか

えると，連携の意識化と組織化を図ることで，相

互の学びの場における指導の連続性のある指導・

支援につながる効果があると推察される。 

 

（２）定期的な連携 

では，日常的な連携を意識的かつ組織的に進め

るにはどうすればよいのか。本項では，定期的な

連携について考察する。 

下の枠は，実践後に学級担任と窓口役，そして

担当者へ聞き取った定期的な連携に関する内容を

まとめたものである。 

 

枠内の◇で示したように，定期的な連携を通し

て，学級担任や窓口役が通級による指導の目的や

役割に対する理解を深めたことがわかる。これは，

18ページ右枠に示した個別ケース会直後の聞き取

りや20ページ左枠に示した総合育成支援教育部会

や校内研修会の参加者への聞き取り内容からもい

え，通級による指導への理解の深まりととらえる

ことができる。また，枠内の◆で示したように，

担当者にとっても在籍学級での様子を知ろうとす

る意識の強化が図られている。つまり，定期的な

連携を通じて，相互理解の深まりが図られたと考

えられる。担当者からは，「自校の教職員に対する

巡回による指導への理解も必要」という担当者の

回答もあり，設置校を含めた通級による指導への

相互理解の必要性もうかがえる。 

また，○で示したように，学級担任が個別ケー

ス会で検討事項を意識し，在籍学級において意図

的に指導・支援を進めようとしていた。そして，

△や▲で示したように，対象児童への指導・支援

の成果としての実感を伴っていることがわかる。

意図的な指導・支援の推進や成果の実感は，25ペー

ジ表4-2に示した「手立て」や「成果」といった連

携内容の変容にも表れており，実践後に対象児童

の情報共有という形で促進していた。この実感を

伴った成果の共有は，通級による指導への理解や

意図的な指導・支援の強化が促されると考える。 

更に，枠内の実線から，授業参観，個別ケース

会，保護者面談といった一連の流れは，指導・支

援，養育に関する協議を円滑に進める上で，効果

的であったことがうかがえる。これは，連携会議

を通して，連携計画を策定したことや連携方法を

確認したことによるものであると考える。 

以上のことから，定期的な連携は，計画性を

もって行い，個別ケース会などの開催や既存の組

織への参加を通して，相互の学びの場における理

解を深め，日常的な連携をつなぐことが重要であ

る。言いかえると，相互理解の深化を図ることで，

日常的な連携が継続性のある連携として強化さ

れ，相互の学びの場における連続性のある指導・

支援とその効果につながると推察される。 

 

（３）通級エリア校における効率的な連携の在り方 

本項では，通級エリア校における効率的な連携

の在り方ついて考察する。 

本研究では，連携会議を通じて策定した連携計

画に沿って，日常的な連携と定期的な連携を進め

てきた。その結果，先述した計画性のある定期的

＜学級担任＞ 

◇（個別）ケース会までは，通級とクラスを別のもの

ととらえていた。お互いにしていること（指導・支

援）が，つながっているんだなという感覚がもてた。 

◇通級での成果をクラスで活かせていない。クラスで

の指導につなげていきたいと思うようになった。 

○（個別）ケース会で話題になったこと（目標や具体

的な指導法）を意識しながら，クラスで取り組んだ。 

△（個別）ケース会で共有した方向性や目標を崩さず

に指導できたことが成果につながったと思う。 

・保護者懇談前に（個別）ケース会があり，懇談内容

が明確になり，保護者との懇談がスムーズにできた。 
 

＜窓口役＞ 

◇校内研修会を通じて，通級での指導が子どもの学習

や生活につながっていることがわかった。 

◇（総合育成支援教育部会を通じて，）通級での取組

が知れ，クラス支援や通級の理解になったと思う。 
 

＜担当者＞ 

◆，▲授業観察や（個別）ケース会は，指導につなが

る連携になると実感した。 

・学校として歩調を合わせた保護者面談が行えた。 

・校内の情報を広く知れ，保護者懇談会で活用できた。 

・窓口役の先生の（個別）ケース会への参加は，その

後の連携をスムーズにすることになった。 
 

※記号や下線，（ ）は，筆者によるもの 
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な連携と継続性のある日常的な連携となり，連続

性のある指導・支援とその効果につながることが

示された。これは，担当者だけが能動的に連携を

進めたのではなく，巡回校の教員と共に対象児童

の困りの改善・克服につながる教育実践を進めた

ことが大きく影響していた。その結果，相互作用

のある連携になったと考える。LD等通級指導教室

の『運営』は担当者が，『活用』は子どもや保護者，

教職員や学校が行うものと分けてとらえていた

が，教職員や学校が『運営』に参画し，担当者と

協働的な連携を進めることが，連携の効率化を図

ることにつながると，とらえ直すことができた。 

また本実践では，対象児童の変容や在籍学級を

含む在籍校の状況に合わせたり，相互の日程調整

をしたりし，連携計画を修正しながら連携を進め

てきた。通級エリア校内での連携を進める上で，

担当者は大局的見地に立ち，計画性と柔軟性を兼

ね備えた連携の推進が，連携の効率化には不可欠

であると考えられる。 

よって，担当者を含めた通級エリア校の教職員

がLD等通級指導教室の『運営』と『活用』に参画

し，計画性と柔軟性のある定期的な連携を進め，

相互理解の深化を図る。そして，継続性のある日

常的な連携を意識的かつ組織的に進め，相互の学

びの場における連続性のある指導・支援を行う。

以上のことが，連携を進める上で重要であると考

える。また，本研究を通して，相互推進型の協働

的な連携が，通級エリア校における効率的な連携

の在り方であることがみえてきた。 

更に，実践後の聞き取り調査において，下の枠

に記載する内容が各者から出された。 

 
各者からは，人間関係の構築が連携に好影響を

及ぼすことが共通して語られている。これは，効

率的な連携の促進に向け，それぞれの立場を尊重

し，お互いの指導・支援を認め合える関係づくり

の必要性を示唆している。筆者は，研究を進める

中で，遠慮があることで，連携が停滞していると

感じる場面に遭遇した。担当者と通級エリア校と

に所属や立場の垣根を越えた人間関係の構築があ

れば，連携に相互作用が生まれ，効果的な指導・

支援が導き出される。つまり，順応性のある人間

関係の構築が，通級エリア校における効率的な連

携を促進させる基盤となると考える。 

  

第２節 「読字・書字」のつまずき把握と指導・

評価の実践の拡がり 

 

昨年度の研究において，筆者は「読字・書字」

のつまずき把握と指導・評価のプログラムを考案

した。これは，LD等通級指導教室の年間運営計画

に位置付け，在籍学級と連携しながら進めるプロ

グラムである。具体的には，児童の読字・書字の

つまずきの早期発見としてスクリーニングを行

い，早期支援として放課後の時間帯を利用した小

集団学習を実施する方法である。そして，小集団

指導後に児童の変容を評価することで，一つの側

面ではあるが，通級による指導の必要性の早期把

握となる判断と指導・支援を行う仕組みである。 

今年度は，昨年度の研究協力校2校に加え新たに

4校が加わり，各学校の実態に応じて読字・書字の

つまずき把握や指導・評価の実践に取り組まれた。

表4-3は，今年度に第２学年を対象に実施した事前

スクリーニン

グの結果をま

とめたもので

ある。 

表 4-3を見

ると，昨年度同様に，第２学年の児童を対象に平

仮名の聴写課題を実施すると，特殊音節を中心に

誤表記となり，平仮名の読字・書字につまずきの

ある児童の早期発見につながることがわかる。 

表4-4は，放課後の時間帯を利用した小集団学

習へ参加した児童のスクリーニングの平均値をま

とめたものである。小集団指導に参加した児童の

書字力に高まりがみられたかを確かめるため，有

意水準5％で両側検定のt検定を行い，統計的に有

意である（有意確立を表すpが0.05より小さい）場

合，t値に*と示している。 

表4-4 小集団指導前後のスクリーニングの平均値の差 

 事前 事後 t値 

第2学年 

（n=21） 

単語 6.71  12.57 t(20)=9.257555* 

特殊音節 10.52  17.81 t(20)=8.085874* 

 表4-4の事前と事後の平均値を比べると，単語，

特殊音節ともに事後の方が高い数値となってお

り，p＜0.05である。このことから，小集団学習は，

 単語 特殊音節 

問題数 15 20 

第２学年 

（n=234） 

平均 12.2  16.9  

標準偏差 3.2  3.7  

＜学級担任＞ 

・（担当者との）つながり，お互いの関係を築いていく

ことが，連携に重要だと再認識した。 

＜窓口役＞ 

・（連携を）積み重ねることで，関係性が生まれ連携

の形が作られてきている。 

・（担当者は）うまく教職員の中に溶け込んでいる。 

＜担当者＞ 

・子どものことを考えることで，大人がつながる。 

※（ ）は，筆者によるもの 

表4-3 事前スクリーニングの結果 
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参加した児童の特殊音節の理解を促し，平仮名の

書字力の向上を図ることができたといえる。 

 「読字・書字」のつまずき把握と指導・評価の

プログラムは昨年度の研究において考案し，本市

第16回教育研究発表会で報告した。また，今年度

当初，本市の総合教材ポータルサイトへ研究1年次

の成果物となる「読字・書字」のつまずき把握と

指導・評価のプログラムの実践事例集とその教材

などを掲載した。実践校が少ないことを考えると，

研究成果とその具体を継続的に発信していくこと

が必要である。読み書き困難のある児童への指

導・支援の一環として，本プログラムが実践され，

LD等通級指導教室と普通学級との連携がより促進

することを期待する。 

 

第３節 持続可能なLD等通級指導教室の『運営』

と『活用』を目指して 

 

本市にLD等通級指導教室の設置がされ，今年度

で10年が経過する。この間，教室運営や児童への

指導・支援と評価，更には保護者との連携など，

試行錯誤しながら進めてきた。今後は，これまで

の本市LD等通級指導教室での実践を継承し，更に

進化・発展を目指した教育実践が求められる。そ

こで，この2年間の研究を通じて筆者が感じた，LD

等通級指導教室の『運営』と『活用』を促進して

いくために必要なことについて以下に述べる。 

本市の通級による指導へのニーズは増加傾向

にあり，次年度以降も同様の傾向にあることが予

想される。そして，全ての小学校へLD等通級指導

教室が設置されることを望む声を耳にする。しか

し，昨今の社会情勢や担当者としての専門性を担

保する観点から，急激な教室の増加は難しいので

はないかと考える。 

このような状況から，持続可能なLD等通級指導

教室のシステム構築が必要となるだろう。右上図

4-1は，筆者が考える持続可能なLD等通級指導教室

のシステムが起動し，LD等通級指導教室の『運営』

と『活用』が推進されていることをイメージした

ものである。 

現状では，一人の担当者が設置校と複数の巡回

校を含む通級エリア校において通級による指導を

実施している。設置校では，自校通級の利点を最

大限に活かし，担当者が設置校の教職員と相互作

用のある協働的に連携を図り，通級による指導や

在籍学級における指導・支援への援助，そして保

護者連携を進めている。また，通級による指導を 

 
図4-1 持続可能なLD等通級指導教室の『運営』と『活用』 

受けていない児童への支援や学校体制の整備・強

化の役割を担える環境下にある。 

一方巡回校では，巡回による指導を実施する時

間帯を基本に巡回校で勤務するシステムとなって

いる。そのため，担当者が巡回校の教職員と個別

に連携を図り，通級による指導を進める状態にな

りがちである。 

本研究を進めた研究協力校の学級担任が，「校内

での子どもの情報交換，共有を絶えずできる環境に

ある。その情報は，先生（担当者）へ伝わっている

と思う」と述べていた。今後は，巡回校において

も担当者としての役割を最大限に発揮できる環境

やシステムの構築を目指すことが求められる。そ

のためにも，通級エリア校内で相互推進型の協働

的な連携を図り，持続可能なLD等通級指導教室の

『運営』と『活用』を目指したい。 

 

①拠点校方式によるLD等通級指導教室の運営 

持続可能なLD等通級指導教室の『運営』と『活

用』を目指し，拠点校方式の通級指導システムを

採用することを一つの方策として提案したい。拠

点校方式は現在，初任者研修を進める方策として

採用されており，研修に専念する教員として初任

者4人につき1人の拠点校指導員を配置し，拠点校

指導員と校内コーディネーターが必要な研修分野

を分担し指導する仕組みである。LD等通級指導教

室においても拠点校方式を採用することで，通級

エリア校内の学校と，相互推進型の協働的な連携

を図り，LD等通級指導教室の『運営』と『活用』

が効率的に進められると考えた。 

 表4-5は，拠点校

方式を採用した際

の担当者の勤務日

のモデルである。拠

点校方式を採用す

ることで，担当者の

勤務日が決まり，移

動時間が最小限に 

 

 月 火 水 木 金 

午 

前 

設 

置 

校 

巡 

回 

校 Ⅰ
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回 

校 Ⅱ
 

設 

置 

校 

巡
回
校Ⅱ

 

午 

後 

・
ブ
ロ
ッ
ク
連
絡
会 

・
予
備
日 

設 

置 

校 

 

表4-5 拠点校方式を採用した 

担当者の勤務日（モデル） 

 

現状の連携 効率的な連携 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担
当
者

管理職
学級担任 

総合育成 
支援教育 

主任 

ＬＤ等 
通級指導教室 

担当者

教職員

教務主任 
その他の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当者

管理職

学級担任 

担
当
者

総合育成 
支援教育 

主任 

ＬＤ等 
通級指導教室 

担当者

担当者

担
当
者

担
当
者

教職員

教務主任 

その他の 



 

小学校 特別支援教育 29 

抑えられ，指導時間の確保ができる。そして，巡

回校においても，設置校同様に担当者としての役

割を発揮できる環境やシステムが生まれる。つま

り，通級による指導を行う担当者とその基盤とな

る在籍学級をはじめとする在籍校における指導・

支援を推進する教職員と，協働的な連携が促進し，

持続可能なLD等通級指導教室のシステムとして起

動することが期待できる。そして，本市全ての小

学校においてLD等通級指導教室の『運営』と『活

用』に向けた環境整備が整うこととなる。 

この拠点校方式を採用するには，設置校1校と

巡回校2校程度の学校を，一つの通級エリア校とし

て確定することが必要である。そして，設置校同

様に通級による指導を行う場を常設し，教材の確

保を含めた教室環境の整備を行う。確定している

エリア校から段階的に採用し，拠点校方式のシス

テムの下で通級エリア校内での連携会議の開催と

年間の連携計画の策定を進めていくことも可能で

ある。各エリア校間で情報交換しながら，実態に

応じたLD等通級指導教室の『運営』ができれば，

多様な学習の場としての通級による指導の在り方

に拡がりと深まりが生まれ，児童や保護者，教職

員や学校にとっての『活用』の促進となる。 

 

②縦と横を意識した連携の充実を図る 

通級による指導の効果を高めるための連携に

は，縦と横の連携があると考える。右上図4-2は，

縦と横の連携を表したものである。 

縦の連携は，小学校入学後の学習や生活への移

行を円滑に行うために就学支援シートを活用した

り，情報交換会を開催したりして保幼小連携を進

める。また，小学校卒業後の学習や生活への移行

を円滑に行うために個別の指導計画を引き継いだ

り，情報交換会を開催したりして小中連携を進め

ることである。そして，中学校卒業後を見据える

と，その後の進学や就労といった自立した将来展

望に向けた指導・支援を小学校段階から進めてい

くことも連携の一つであると考える。特に，子ど

もたちを養育する保護者と，自立した社会参加に

向けた将来展望について，小学校段階から話題に

していくことも今後必要となってくるだろう。 

横の連携は，子どもの情報交換及び指導・支援

の検討などを行うことである。これは，設置校内

での連携のみならず，巡回校との連携も含まれる。

また，保護者連携や医療，福祉との連携も横の連

携の一つとなる。本研究においては，横の連携に

ついて研究を進めたことになり，通級エリア校内 

 
図4-2 通級による指導の効果を高めるための縦と横の連携 

において相互推進型の協働的な連携を図りながら

LD等通級指導教室の『運営』を進めていくことの

重要性を確認することができた。 

松村は，「『通級による指導』は，連携による教

育である」(16)と述べ，その意味を三つの観点か

ら説明している。下の枠は，松村が述べる三つの

観点を筆者がまとめたものである。 

 
松村の述べる三つの観点からも，縦と横の連携

を促進していく必要性を確認することができる。

連携の主体者の一人となる担当者が，意図的な縦

と横の連携を図り，生涯にわたって途切れない連

続性のある支援体制となる連携を目指すことも大

切である。 

そのためには，通級エリア校内での連携と合わ

せ，以下に述べるOJTの視点を意識したブロック連

絡会の運営とLD等通級指導教室の教育研究団体の

設立による担当者の専門性の向上が必要である。 
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①「通級による指導」の成果が児童生徒の在籍学級や

家庭・地域での学習や生活の充実に寄与することが

求められている。 

②「通級による指導」は，障害にかかわる専門的な指

導・支援を行う教育である。 

③「通級による指導」は，児童生徒のライフステージ

を超えて，指導や支援を繋ぐ必要がある。 
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③資質向上を目指したブロック連絡会の運営 

ブロック連絡会は，担当者間での情報交換を中

心に行う会である。本市を北・西・東・南（呉竹）

の4つのブロックに分け，ブロックリーダーを中心

に毎月開催している。 

実際には，年度当初にブロック連絡会の年間計

画を立て，テーマに沿った実践交流を中心に，教

室運営や指導方法に関する情報交換を行ってい

る。また，指導案検討や公開授業を通した授業研

究も行っている。今年度は，巡回による指導の授

業公開が行われたブロックもある。一人職として

孤軍奮闘する担当者にとって，特に担当履歴の浅

い担当者にとって，ブロック連絡会は日々の教室

運営や指導方法に関する困りや悩みを相談できる

場である。そして，解決方法を具体的に学んだり，

担当者の専門性の向上が図れたりできる，貴重な

機会となっている。 

このことから，より高い専門性を求められる担

当者にとって，ブロック連絡会は担当者としての

資質向上の役割を担っている。そこで，OJTの視点

を意識した意図的・計画的にブロック連絡会の運

営を進めることが有効であると考える。また，こ

こ数年の新設校の増加に伴い，各ブロックに所属

する担当者が15人前後と，増加傾向にある。ブロッ

クの再編による少人数での運営や他のブロックと

の合同開催などといった工夫を取り入れながら，

効果的なブロック連絡会の運営を期待したい。 

 

④LD等通級指導教室の教育研究団体の設立 

本市では，教員の資質向上を目指した教育研究

団体を各教科領域等で設立し，計画立てた研究・

研修の推進に努めている。しかしながら，LD等通

級指導教室においては，教育研究団体を設立して

おらず，先述したブロック連絡会がその資質向上

の役割を担っている。 

今後は，より実践的な教室運営やニーズに応じ

たアセスメント方法，そして目標達成に向けた指

導方法の蓄積など，通級による指導を効果的に実

施できる担当者としての資質能力の育成を目指し

たLD等通級指導教室の教育研究団体の設立が望ま

れるところだろう。教育研究団体の設立により，

担当者にとって自主的・主体的な実践研究，実践

交流の場が生まれ，専門性の向上につながること

を期待したい。 

 

⑤担当者としての指導力 

LD等通級指導教室を『活用』する子どもは，普

通学級に在籍し，発達障害のある，または，可能

性のある子どもであり，学習や生活上の困りが多

岐に渡っている。そして，LD等通級指導教室にお

いて効果のあった指導内容や方法，教材・教具が

在籍学級においても活用され，連続性のある指

導・支援の推進が重要である。この相互推進型の

協働的な連携を図る中心的な役割を担当者へは求

められる。以下は，2年間の研究を通じて筆者が考

えた，担当者として求められる指導力である。 

 

自主的・主体的にブロック連絡会や教育研究団

体での活動と日々の教育実践を通して，担当者と

しての指導力，専門性の向上が図られると考える。

そして，通級による指導の目的の達成，言いかえ

ると，“子どもが変わる”ことにつながるLD等通級

指導教室の『運営』に携わることで，さらなるLD

等通級指導教室の充実，進化・発展が期待できる。 

 

(16)松村勘由 「『通級による指導』の現状と課題」『季刊「特

別支援教育」NO.40』東洋館出版社 2010.12.15 p.7 

 

おわりに 

平成28年4月。学校教育においては，障害者差

別解消法の施行の下，インクルーシブ教育システ

ムの理念を浸透させるために特別支援教育のさら

なる推進が一層求められる。そして，設置されて

11年目を迎える本市LD等通級指導教室は，今まで

以上に重要な役割を担うこととなる。 

そのためにも，LD等通級指導教室のシステムが

本市の学校に拡がり，持続可能なLD等通級指導教

室の『運営』と『活用』の促進を期待する。そし

て，子どものよさや可能性を最大限に引き出し，

自らの未来を切り拓くための「生きる力」の創造

となる教育活動の推進を目指したい。 

 最後に，2年間の研究を進めるに当たりご理解

とご協力を賜った研究協力員並びに研究協力校

の教職員の皆様，ご指導・ご助言を賜った多くの

方々に心より感謝の気持ちを表したい。そして，

全ての子どもたちの将来展望が開かれる社会の

実現と学校教育の充実を切に願う。 

＊特別支援教育に関する知識やスキル 

＊普通学級における学級経営及び教科指導のスキル 

＊順応性のある人間関係の形成力とネットワークの広さ 

＊柔軟な対応力とフットワークの軽快さ 

＊子ども，保護者，教職員に徹底的に寄り添う意識 

＊担当者としての“やりがい” 


